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平成21年度　新技術セミナー開催要領

「米の新用途への利用促進と農業機械」

1　趣旨
我が国の食料自給力の向上を図るため、水田を有効に活用して生産を拡大することが重要

な課題となっており、その対応策として、米粉用・飼料用米やWCS用稲など新規需要米の

生産を拡大していくことが必要となっています。

こうした中で、新規需要米を需要に応じた品質や価格で供給していくためには、その需要

に対応しうる生産技術や加工技術を導入していく必要があり、農業機械や農産加工機械の研

究・開発・製造サイドにあっては、現場の要請に応じた機械を供給していくことが求められ

ています。

このため、本セミナーでは、新規需要米をめぐる施策や需要の動向のほか、最新の研究成

果や展望等について講演を通して概観するとともに、今後の農業機械化研究において取り組

むべき方向性について議論します。

2　開催日時
平成22年3月3日（水）　13：00～17：00

3　場所
ラフレさいたま　桜ホール（3F）

（さいたま市中央区新都心3-2　Tel：048-600-5505）　



5　主催
・独立行政法人　農業・食品産業技術総合研究機構　生物系特定産業技術研究支援センター
・新農業機械実用化促進株式会社

6　参加予定者
農業機械関連企業、農業団体、大学、国・都道府県関係部局、公立試験研究機関、
独立行政法人各試験研究機関、その他

4　日程

（1）開会 13：00

（2）挨拶

（3）講演
①米穀の新用途を巡る情勢と生産加工技術の展望について 13：15～16：15
米粉に関して

農林水産省総合食料局食糧部計画課　課長補佐 武田　裕紀　氏

飼料米及びホールクロップサイレージ（WCS）に関して
農林水産省生産局畜産部畜産振興課　課長補佐 上原　健一　氏

②米粉の加工技術の開発 14：15～
群馬製粉株式会社　取締役社長 山口　慶一　氏

③汎用型飼料収穫機の開発と飼料イネの収穫調製 14：45～
生研センター　畜産工学研究部主任研究員 橘　保宏　氏

＜休憩15分＞

④飼料米及びWCSの給餌効果と生産技術について 15：25～
山形大学農学部付属やまがた

フィールド科学センター  教授 吉田　宣夫　氏

（4）総合討議 16：00～17：00
コーディネーター：生研センター　研究調整役 西村　洋　氏

米穀の新用途の現状と将来展望を踏まえ、生産～加工に係る技術の展望や現場の実態を踏まえた農業
機械に対する技術開発の方向について議論する。

パネリスト：講演者（5名）

那須TMR（株）社長　藤原　基男　氏

宮城県色麻町認定農業者連絡協議会会長　大泉　貞行　氏

（5）閉会 17：0017：00
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6 米粉利用の推進について

・食生活が変化したことや、加工や業務用需要の高まりに国内生産が十分に対応しきれ
ていないこと等から、我が国の食料自給率は戦後大きく低下。

・国内で自給可能な米の消費量は一貫して減少傾向であり、国内米飯用需要は、一人当
たりの米消費量の減少と、人口の減少の相乗効果により、今後とも減少していく可能
性大。

１�食料自給率の推移

食糧用小麦の用途別需要量（平成19年度、推計）

２�米の消費量の推移（１人１年当たり）

我が国の自給率の状況・主食用米の消費量の推移1

我が国水田農業のあり方2

・食糧用小麦の86％を輸入に依存。仮に輸入量500万トンの1割を米粉に代替できるとす
ると50万トン（約10万ha）

米粉の可能性3

水 田

主食用水稲の生産

・自給率の低い麦・大豆・飼料作物等の生産を促進
・これらに適さない地域では、米粉用米・飼料用米等を本格生産

約６割 主食用米以外の生産約４割

この水田を食料自給率向上のためにフル活用

パン用：156万トン

その他麺用（パスタ、乾麺、即席麺等）：
122万トン

うどん用：61万トン
菓子用：76万トン

その他小麦粉（家庭用など）：114万トン
味噌・醤油用：16万トン

2万トン（11％） 14万トン（89％）

強力粉（11.5～13.0％）

使用する小麦粉の種類
（たんぱく含有量）

デュラム・セモリナ（11.0～14.0％）
準強力粉（10.5～12.5％）
中力粉（7.5～10.5％）
薄力粉（6.5～9.0％）

（参考）米粉のたんぱく含有量：6.2％程度

注：使用実績（平成19年度）をベースに製粉企業等からの聞き取りを基に推計

輸入小麦：約500万トン国産小麦：約80万トン

1万トン（1%） 155万トン（99%）

6万トン（5%） 116万トン（95%）

43万トン（70%） 18万トン（30%）
16万トン（21%） 60万トン（79%）
8万トン（7%） 106万トン（93%）



7米粉利用の推進について

・米粉食品については、各用途ともこの２年間で認知度・関心度・購入意向の割合が高
くなっており、将来更なる消費拡大が見込める。

米粉食品の消費拡大の可能性4

米粉パン

認知度

知っている　　知らない

平成
１8年度

44% 56%

75% 25%平成
20年度

平成
１8年度

平成
20年度

平成
１8年度

平成
20年度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

関心度

関心がある　　関心がない

69% 31%

77% 23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

購入経験・意向

認知度 関心度 購入経験・意向

認知度 関心度 購入経験・意向

購入したことがあり、今後も購入したい
購入したことはないが、今後は購入したいと思っている
購入したことがあるが、今後は購入するつもりはない
購入したことはなく、今後も購入するつもりはない
分からない

知っている　　知らない 関心がある　　関心がない 購入したことがあり、今後も購入したい
購入したことはないが、今後は購入したいと思っている
購入したことがあるが、今後は購入するつもりはない
購入したことはなく、今後も購入するつもりはない
分からない

知っている　　知らない 関心がある　　関心がない 購入したことがあり、今後も購入したい
購入したことはないが、今後は購入したいと思っている
購入したことがあるが、今後は購入するつもりはない
購入したことはなく、今後も購入するつもりはない
分からない

18%

購入意向あり

48%

2%

15% 18%

36% 38%

3%

6%16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

米粉めん

31% 69%

49% 51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

63% 37%

73% 27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18%

購入意向あり

40% 18% 23%

24% 45%

1%

1%

7% 22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

米粉菓子（スイーツ）

67% 33%

71% 30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

11%

購入意向あり

51% 17% 20%

21% 46%

2%

7% 24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

31% 69%

49% 51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資料：農林水産省「米加工品等市場調査事業（平成18年度）」「米粉製品に関する消費者ニーズ調査（平成20年度）」（三菱総合研究所）
（注）ラウンドにより、計が100％とならない場合がある。



8 米粉利用の推進について

・購入経験者が継続して買わない主な理由として味や食感、価格を挙げており、品質改
善や販売コストの削減が今後の課題といえる。

・未購入経験者の多くは米粉製品に対し「おいしくなさそう」「違和感がある」といっ
た印象を持っており、今後は情報提供、試食会等の摂食機会を増やしていくことが必
要である。

米粉製品利用推進のための課題5

米粉パン

購入経験・意向

「購入したことがあるが、
今後は購入するつもりはない」理由

購入経験・意向

購入経験・意向

購入したことがあり、今後も購入したい
購入したことはないが、今後は購入したいと思っている
購入したことがあるが、今後は購入するつもりはない
購入したことはなく、今後も購入するつもりはない
分からない

購入したことがあり、今後も購入したい
購入したことはないが、今後は購入したいと思っている
購入したことがあるが、今後は購入するつもりはない
購入したことはなく、今後も購入するつもりはない
分からない

購入したことがあり、今後も購入したい
購入したことはないが、今後は購入したいと思っている
購入したことがあるが、今後は購入するつもりはない
購入したことはなく、今後も購入するつもりはない
分からない

36% 38%

3%

6%16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

米粉めん

24% 45%

1%

7% 22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

米粉菓子（スイーツ）

21% 46%

2%

7% 24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3%

6

100%0% 20% 40% 60% 80%
あまり美味しく
なかったから 51.7 9.4

6.3

21.9

7.8

14.1

34.4

6.3

3.1

21.9

9.4　　　

31.0

17.2

31.0

20.7

6.9

6.9

製品アイテムが
少ないから

販売店が少ないから
（自分の周りに売って

いるお店がない）

値段が高いから

食感が重いから

堅いから

その他

「購入したことはなく、
今後も購入するつもりはない」理由

0% 25% 50%

値段が高いから
原料米の安全性に
不安があるから

販売店が少ないから
（自分の周りに売っているお店がない）
製品アイテムが少ないから

そもそもパン類には
興味がない

おいしそうに思えない、
おいしくなさそう

普通の小麦粉のパンと
何ら違いがなさそう

購入経験のある人の
感想が不評だった
米でパンにすると

いうのに違和感がある
その他

思
は
い

%
0%
%

「購入したことがあるが、
今後は購入するつもりはない」理由

%

2

100%0% 20% 40% 60% 80%
あまり美味しく
なかったから

原料米の安全性に
不安があるから

40.0 5.5

5.5

23.3

8.2

2.7

26.0

34.2

4.1

6.3

19.2

5.5

6.7

46.7

46.7

26.7

6.7

製品アイテムが
少ないから

販売店が少ないから
（自分の周りに売って

いるお店がない）

値段が高いから

その他

「購入したことはなく、
今後も購入するつもりはない」理由

0% 25% 50%

値段が高いから
原料米の安全性に
不安があるから

販売店が少ないから
（自分の周りに売っているお店がない）
製品アイテムが少ないから
米粉を使って自宅で作っているから
米粉使用の洋菓子の購入はしない
そもそも洋菓子等には

興味がない
おいしそうに思えない、

おいしくなさそう
普通の小麦粉の洋菓子と

何ら違いがなさそう
米で洋菓子を作ると
いうのに違和感がある

その他

と思
りは
い

0

「購入したことがあるが、
今後は購入するつもりはない」理由

%

2

100%0% 20% 40% 60% 80%
あまり美味しく
なかったから 58.3 12.3

6.8

23.3

8.2
9.6

19.2
12.3

1.4
2.7

26.0
8.2

8.3

25.0

8.3

8.3

25.0

8.3

販売店が少ないから
（自分の周りに売って

いるお店がない）

原料米の安全性に
不安があるから

値段が高いから

柔らかいから

こしが弱いから

その他

「購入したことはなく、
今後も購入するつもりはない」理由

0% 25% 50%

値段が高いから
原料米の安全性に
不安があるから

販売店が少ないから
（自分の周りに売っているお店がない）
製品アイテムが少ないから

そもそも麺類には
興味がない

麺のツヤや食感（コシ）が悪そう
普通の小麦粉の麺と
何ら違いがなさそう

購入経験のある人の
感想が不評だった

保存期間が小麦製品より短そう

その他

米で麺にするというのに
違和感がある

思
は
い

0%

資料：農林水産省「米粉製品に関する消費者ニーズ調査（平成20年度）」（三菱総合研究所）
（注）複数回答可とした



9米粉利用の推進について

・パン用・麺用等について米粉の利用促進を図っており、これまでの地域・中小企業の
取組みに加え大手企業も取り組みはじめたことから、原料米使用量は平成20年度推計
で約9.5千トンになることが予想される。

・米粉用米の作付面積は平成20年から21年にかけて拡大。

新たな米粉製品の状況6

最近の大手企業等の動向

米粉の取組事例（大手企業）7

パン等の原料米の使用量

米粉用米の生産状況

年度 原料米使用量
Ｈ15 １千トン
16 ３千トン
17 ３千トン
18 ６千トン
19 ６千トン
20 9.5千トン（推計）

注：地方農政事務所等による米粉パン等買受業者
からの聞き取り

注1：農林水産省調べ（新規需要米取組計画認定結
果から抜粋）

注2：小数点第1位を四捨五入している

米粉パンの学校給食導入状況

注：農林水産省調べ

用途別原料使用量

注：ラウンドの関係で合計が一致しない

17年度 18年度 19年度

パン用 2 3 3

めん用 0 1 1

洋菓子・その他 1 3 3

合計 3 6 6

(単位：千トン）

詳細

年度 数量（トン） 面積（ha）
Ｈ20 566 108
21 13,041 2,401

年度 16年度 17年度 18年度 19年度
米粉パン学校�����給食��

導入校数 4,067校 6,063校 7,836校 8,067校

給食実施校数 31,902校 31,662校 31,476校 31,362校

米粉パン導入の割合 13% 19% 25% 26%

開始時期 団体・機関・会社 商品（シリーズ）名 取組内容
19年10月 エーコープ（ＪＡ全農グループ） もちもちミルクパン JA（グループ）が経営するスーパーマーケットで米粉入りパンの販売を開始
20年６月４日 スターバックスコーヒージャパン㈱ ロールケーキ 米粉を使ったロールケーキの販売を全国の店舗で開始

20年７月１日 山崎製パン㈱安城工 三河の米粉入りパン 安城市のＪＡあいち中央、明治用水土地改良区と協力し、地元米を原料と
する米粉を55％配合したパンの販売を三河地区限定で開始

20年８月20日 日本ハム㈱ お米deもっちー 米粉を約6％配合した中華まんの販売を全国で開始
20年９月１日 山崎製パン㈱ 「米粉入り」シリーズ 米粉入り食パンや蒸しパン等の販売を全国（北海道地区を除く）で開始
20年９月１日 敷島製パン㈱ お米入りロールパン 新潟産こしひかりの米粉を配合したロールパンの販売を開始

20年９月１日 ㈱波里 「お米の粉」シリーズ 家庭用薄力粉（米粉のみ）、中力粉、強力粉（どちらもグルテン配合）を大手ス
ーパー・生協・ドラッグストア等全国3000店舗で販売開始

20年９月９日 ㈱ローソン 「国産米粉のパン」シリーズ 全国で100％米粉を使用したパンの販売を開始（７月29日：関東地区先行販売）

20年９月24日 ㈱セブン＆アイホールディングス 「セブンプレミアム」シリーズ 全国のイトーヨーカドー店舗で米粉を使用したピザトースト（米粉25％配合）、ア
メリカンドック（10％配合）、ホットドック（10％配合）の販売を開始

20年10月12日 ㈱ポンパドウル もちもち玄米ブレッド・玄米ロール 玄米粉を配合した食パンとロールパンを全国の店頭及びインターネットで販売
20年10月27日㈱JR東日本ステーションリテイリング お米ワッフル JR田町駅構内にある「エキタマNo.002田町店」にて米粉を使ったワッフルを販売
20年10月28日 ㈱バリューローソン 「バリューライン」シリーズ 「ローソンストア100」と「ショップ99」の店舗で、100％米粉を使用したパンの販売を開始

20年11月 ㈱良品計画 「自分で作る/フライパンで作る/国産
米粉を使ったお菓子」シリーズ

国産米粉を配合したマフィン/シフォンケーキのミックス粉を一部無印良品店舗で販売し、その後もクレ
ープ/パンケーキのミックス粉と国産米粉を使ったかりんとう、発芽玄米粉のクッキーを販売

20年11月５日 ㈱セブン＆アイホールディングス 「ファンケル共同開発」シリーズ ㈱ファンケル及び国内大手食品メーカー数社と共同開発し、発芽玄米粉を
配合したパンと洋菓子を全国のイトーヨーカドー店舗で販売開始

21年３月24日 ㈱ファミリーマート 「新潟産こしひかり"米粉"使用」シ
リーズ

全国農業共同組合連合会の協力を得て、新潟産こしひかりを使用したパン、デザー
ト、惣菜を全国のファミリーマート（北海道・北陸・沖縄を除く）で販売開始

21年４月16日 ㈱リンガーハット 国産米粉配合の餃子 全国の「リンガーハット長崎ちゃんぽん」店舗で、国産の野菜と米粉を使用
した餃子を販売

21年６月１日 日清食品チルド㈱ 「日本の小麦と日本のお米で作っ
た麺のらーめん」シリーズ

国内産の米粉を２割、国内産の小麦粉を８割配合したチルド用中華麺を東北・関
東・中部・近畿地区で販売（９月１日から中国・四国でも販売予定）

21年６月17日 大地を守る会 雲南米線（うんなんべいせん） グループ会社の東湖㈱が運営するラーメン店「雲南米線」にて国産米粉を
使用したラーメンを販売

21年８月１日 日本航空 機内食用米粉パン 国際線（成田発ファーストクラス及びビジネスクラス主要路線）の機内食
メニューに国産米粉30％配合の米粉パンを導入

21年10月5日 パルシステム生活協同組合連合会 もちもちロール 国産米粉８割（残り２割は小麦グルテン等）を配合したパンの販売を注文にて開始

21年12月1日 ㈱ニチレイフーズ 国産あじの骨丸フライ 九州産の米粉を配合したパン粉を真あじに使用し、独自技術で骨まで食べ
られるように加工したフライを業務用に販売開始。
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地域での主な取組

米粉の取組事例（地域）8

地域での主な取組

米穀粉の主な粉砕装置9

所在地 団体・機関・業者 取組内容
北海道 日糧製パン㈱ 北海道産の米粉を使用した「道産米粉のふんわりカスター」を道内の量販店等で販売
青森 とわだぴあ 十和田市の道の駅「とわだぴあ」にて、青森県産の米粉を使い生産者自らパンやケーキを調理・販売
秋田 ㈱メルコレディ 県産米あきたこまちを100％使用した麺「こまち麺」を道の駅等で販売、また来春から首都圏生協に供給予定

宮城 宮城県立一迫商業高等学校 文部科学省が定める教育・職業能力開発プログラムの一環で、地元和菓子屋と共同開発し、県産米粉100％使用したカ
ステラ「美焼の心こ（みやきのしんこ）米ていら」を販売（宮城県等が主催の「みやぎものづくり大賞」グランプリを受賞）

山形 農事組合法人りぞねっと 山形県産の米粉を100％使用した麺「ＧＡＢＡ入り�発芽玄米�ビーフン」「りぞねっと�白米麺」「汁なし坦々麺」を地元道の駅やインターネットで販売
山形 山形大学 プラスチックの発泡技術を応用した米粉100％のパンを開発し、製造企業がインターネット等で販売。
福島 郡山女子大学 グルテンの代わりに「増粘多糖類」を使った米粉100％のパンを開発し、県内企業の協力のもと道の駅等で販売。
新潟 ㈱自然芋（じねんじょ）そば 上越市北陸研究センターが開発した新品種「越のかおり」を100％使用した麺「越のかおり�米の麺」を地元農産物直売所やインターネットで販売
新潟 ときめきラーメン万代島 複合ラーメン施設ときめきラーメン万代島にある６店舗のうち５店舗で米粉を使ったメニュー（ラーメン、揚げそば、つけ麺等）を販売
石川 石川県立金沢商業高等学校 地元洋菓子屋と共同開発し、県産コシヒカリ100％の米粉と地元加賀の伝統野菜を使用した洋菓子「金沢望郷歌」を駅構内等で販売

静岡 ㈱グルッペ・石渡食品 静岡文化芸術大学と共同で、米粉100％グルテンフリーのパン「ごパンさん」を商品化し、静岡県内の大
手スーパーや学校給食、インターネット等で販売

岐阜 (有)レイクルイーズ 岐阜県産のハツシモ米を使用した「米麺（べーめん）」をインターネットや道の駅、地元生協等で販売

広島 食協㈱ 米粉70％に馬鈴薯でんぷん30％を配合した米粉麺「おこめん」シリーズを広島県内主体に首都圏の一
部スーパーで販売するとともに、学校給食へも供給

熊本 県立鹿本農業高等学校 地元食品会社、パン屋と連携し、九州産米粉とメロンを使用した「コメロンパン」を開発し県内、東京、神奈川、大阪、神戸、京
都、博多、岡山、広島の百貨店等で販売（第５９回「日本学校農業クラブプロジェクト全国大会」で最優秀賞を受賞）

粉砕装置の種類 粉砕方法 粉の大きさ 特徴

気流式粉砕装置 粉砕室内のファンが
高速回転し、その中
に原料米が投入さ
れ、粉砕室内の内壁
に衝突、あるいは粒
子同士が摩擦し粉砕
される。
粉砕された粉は気流
にのって排出され
る。
湿式・乾式粉砕の両
方が可能。

直径50～60
ミクロン

①微細粒粉の製造が可能
②製粉ダメージが少ない
③品温が上がりにくい
④回転速度、風速の調整で粒度調整
が可能

⑤シフターが不要
⑥粉砕と同時に乾燥が行える
⑦機械設備がコンパクト
⑧少量から大量生産まで対応可能
⑨金属同士の衝突部がないので金属
粉が混入しない

ピン式粉砕装置（高速粉砕機） 角ピン状の突起物十
数本がついた板を高
速回転させ製粉す
る。
粉砕された粉は、そ
の周囲を囲むスクリ
ーン（篩）を通過し、
定められた粒度の粉
が製粉される。
原料米は乾式で行
う。

直径70～80
ミクロン

①スクリーンの交換で細かい粉から
荒い粉まで粉砕が可能

②製粉ダメージがややある
③機械設備がコンパクト
④少量生産に向く
⑤微細粒粉には不向き
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粉砕装置の種類 粉砕方法 粉の大きさ 特徴

胴搗式粉砕装置（スタンプミル） 石臼に原料米を入
れ、杵により搗いて
循環しながら粉砕す
る。
原料米は湿式で行
う。

直径60～80
ミクロン

①製粉ダメージが少ない
②品温が上がりにくい
③シフターが不要
④大量生産（100㎏/h以上）に向く
⑤機械設備が大掛かり
⑥機械設備費が高額
⑦製粉に技術を要する

挽き臼式粉砕装置
（例；水挽粉砕機）

原料米を一夜ほど水
に浸け、その米を水
とともに石臼で水挽
きし、細かく挽かれ
たものを水とともに
布袋に入れ圧縮。
その後乾燥させる。 直径50～60

ミクロン

①微細粒の粉が可能
②製粉ダメージが少ない
③機械設備が大がかり
④機械設備費が高額
⑤製粉に技術を要する

ロール式粉砕装置 互いに逆方向に回転
する2本のロールの
間に原料を通し、圧
縮させ粉砕する。
原料米は乾式で行
う。

直径70～100
ミクロン

①鋭角的な角を持った粉が出来る
②シフターが必要
③大量生産に向く

媒体式粉砕装置
（例；ボールミル）

金属やセラミックな
どの硬質ボールを媒
体にして、媒体とと
もに回転させて粉砕
する。円筒内でボー
ルがぶつかり合うこ
とで原料をすりつぶ
し、より微細に粉砕
されていくという仕
組み。

直径10ミクロ
ン～

①構造がシンプルで扱いやすく、ス
ケールアップが容易。

②粉砕処理に要する時間が長い。
③粒度のばらつきが大きい。
④ボール（メディア）がポット（ド
ラム）の内面を削ったり、ボール
同士がぶつかり合い磨耗すること
で、多少なりともコンタミが発生。
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【法律の趣旨】米穀の新用途（米粉用・飼料用等）への利用を促進し、我が国の貴重な
食料生産基盤である水田を最大限に活用して食料の安定供給を確保

米穀の新用途への利用の促進に関する法律（平成21年７月１日施行）10

米粉等の定着拡大に向けた支援11

農林水産大臣

促進事業者
新品種育成事業を行おうとする者

米穀の新用途への利用促進に関する基本方針

水田の有効活用と食料の安定供給の確保

生産製造連携事業及び新品種育成事業の
実施に関する基本的な事項

・生産者・製造事業者等の連携
・競合品と競争し得る価格での供給
・生産・流通・加工コストの低減
・消費者ニーズ等を踏まえた商品の開発

米穀の新用途への利用の促進に関する重要事項
・生産者と実需者とのマッチング
・米穀の新用途への利用の促進に関する理解の増進

・地域の水田の有効活用
・新用途米穀の適正な流通の確保
・新用途米穀等の安全の確保
・米粉を原材料とする加工品に関する適切な表示

米穀の新用途への利用の促進の意義及び基本的な方向

生産製造連携事業計画

米穀の新用途への利用の促進に際し配慮すべき重要事項

新用途向けの米穀の生産者、米粉・飼料の製造事業者及
び米粉パン製造業者、畜産農家等の促進事業者は、共同
して、生産製造連携事業に関する計画を作成し、農林水
産大臣の認定を受けることができる。

新品種育成計画

加工適性に優れ、多収性を有する稲の新品種育成を行う
者は、新品種育成事業に関する計画を作成し、農林水産
大臣の認定を受けることができる。

生産者 製造事業者

必須

確実に消費されるよう、関係者の連携が前提

農業者
生産法人

米粉・飼料用米の生産を行う販売農家に対し、主食用
米並の所得を確保し得る水準を直接支払により交付

　米粉・飼料用米： ８０，０００円／１０ａ（全国統一単価）
 【水田利活用自給力向上事業（２１６，７２９（０）百万円）】

生産者に対する支援

都道府県の種苗関係団体等が実施する多収性稲種子の
安定供給を図る取組を支援
（多収性稲種子の安定供給支援事業５８百万円）

都道府県の種苗関係団体等が行う多収性稲
種子の安定供給に対する支援

製粉・ブレンド技術の確立に必要な米品種の選定・米粉
の品質特性の解明等基盤技術の開発を実施

米粉利用を加速化する基盤技術の開発

生産者、集荷・流通事業者、加工事業者等が整備する機械・施設等に対する支援

関係者が連携して計画を作成（計画期間は３～５年を想定）

生産者

競合品（小麦、とうもろこし）と
競争しうる価格で供給

米粉製造事業者
飼料製造事業者

米粉製品製造事業者
畜産物生産者
食肉加工事業者

食品小売事業者
外食産業事業者

集荷・流通事業者 加工事業者 販売事業者

支援措置（２２年度概算決定）

活性化計画を策定した地域において、関係者が上記の計画を作成することを
前提に、次の支援を実施
【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（新規需要米生産製造連携関連
施設整備事業）継続】
【施設整備等の支援（補助率：定額（１／２））】
① 農業生産機械の導入
② 加工施設の整備
③ 乾燥調製・集出荷貯蔵施設の整備等
【製品市場動向分析、製品開発研究等の支援（補助率：定額（１／２））】
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食品安定供給施設整備資金（中小企業者向け日本政策金融公庫資金、10年超）

加工事業者等が行う施設の整備等に対する支援12

【貸付対象】
「米穀の新用途への利用の促進に関する法律」の規定により農林水産大臣の認定を受けた生産製
造連携事業計画に基づいて生産・流通・加工・販売の各関係者が整備する以下の施設等

①�米穀の乾燥調製・集出荷貯蔵施設
②�米粉又は米を原材料とした飼料の流通、加工、製造に係る施設
③�米を原材料とした食品（畜産物を含む）の流通、加工、製造、販売に係る施設
④�①、②、③に関連して必要となる費用（立ち上がり時の運転資金）
⑤�新技術の利用をともなう新商品の開発等に必要な施設
⑥�⑤と一体的となって必要となる費用（特許権の取得費用等）

【償還期限】 【融資率】
15年（うち据置期間３年） 80％

【貸付利率】
1.45％�（�中小特利③－１／22年1月22日現在）
※�①、②、③の整備に関連して立ち上がり時に必要となる運転資金は、2.20％（22年1月22日

現在）

※�なお、生産者組合、農業協同組合等が整備する場合は、農林漁業施設資金（共同利用施設）の利用も可能。【貸付利率】1.70％
（農林Ｄ－3／22年1月22日現在）

新規需要米の需要拡大を促進するための設備に対する税制優遇

加工事業者等が行う施設の整備に対する支援13

【特例措置の対象】
青色申告書を提出する個人又は法人で「米穀の新用途への利用の促進に関する法律」に規定する
生産製造連携事業計画について認定を受けたものが取得する以下の設備
１．新用途米穀加工品（米穀の新用途への利用の促進に関する法律第２条第１項に規定する新用途米穀加工品をいう。）

を製造する設備

２．新用途米穀加工品を原材料とする加工品を製造する設備

【特例措置の内容】
同法の施行の日から平成２３年３月３１日までの間に、上記の設備を取得した場合には、所得
税・法人税において、その取得価額の３０％相当額の特別償却ができる。
（参考）特別償却の効果

設備名 対象機械及び装置

①米穀粉製造設備
・気流式、ピン式、胴つき式、ひきうす式（冷却機能を有するもの）、ロール式又は媒体式の粉砕装置
・上記粉砕装置と同時に設置する専用の原材料受入装置、搬送装置、供給装置、貯留装置、選別装置、精米
装置、原材料洗浄装置、浸漬装置、脱水装置、ばいせん装置、ホッパー、分離装置、乾燥・冷却装置、ふ
るい機、混合装置、制御装置、排水処理装置、集じん装置、ポンプ又は配管

②飼料製造設備
・ロール式又はハンマー式の粉砕装置
・上記粉砕装置と同時に設置する専用の原材料受入装置、選別装置、搬送装置、供給装置、貯留装置、ホッ
パー、ふるい機、制御装置、集じん装置、ポンプ又は配管

設備名 対象機械及び装置

①パン製造設備 ・シート式又はピストン式の分割装置
・上記分割装置と同時に設置する専用のまるめ装置、成形装置、搬送装置又は制御装置

②めん製造設備 ・蒸練装置、製めん装置及び冷却装置（これらを同時に設置する場合に限る）
・上記蒸練装置、製めん装置及び冷却装置と同時に設置する専用の切出装置、搬送装置又は制御装置

特例措置 概　要 効　果

特別償却

固定資産を取得した事業
年度に限り、取得価額に
一定率（３０％）を上乗
せして償却（減価償却の
前倒し）。

・上乗せして償却した分、費用として損金計上できるので、１年目の納税額を軽減す
ることができる（２年目以降の償却額が減少するので、納税総額は不変）。

・設備投資直後のキャッシュフローの改善に役立つ。
・初期の償却額が増加するため、投資資金の回収期間が短縮され、次の新規投資への
インセンティブを与えることができる。

※対象設備の詳細は農林水産省のホームページの「米粉の情報」の税制告示
（URLhttp://www.maff.go.jp/j/soushoku/keikaku/komeko/k_houritu/index.html#zei&shikin）を参照。
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米粉用等用途限定米穀のルール（改正食糧法平成22年4月施行）14
用途限定米穀については、その定められた用
途以外に使用し、又は使用する目的での出
荷・販売を禁止。
※用途限定米穀：�いわゆる生産調整として取り組まれる
加工用米（地域流通契約を含む）、新規需要米(米粉用、
飼料用等）など。

用途限定米穀を保管する場合、用途ごとに
別棟又は別はいで保管し、用途が明らかとな
るよう「はい票せん」により掲示。

用途限定米穀を販売する場合には、以下の措
置を遵守。
①紙袋等の包装に用途を表示。

加工用米は 加�、米粉用米は�粉�、飼料用米は�飼 、
その他用途は、その用途に即して輸出用などと表示

②需要者に直接又は需要者団体を通じて販
売。

③定められた用途に確実に使用されるよう措
置。
定められた用途に確実に使用する旨の誓約書の提出、
転売禁止及び違反した場合の違約措置を契約で明記。

勧告・命令と罰則
①遵守事項に違反している米穀出荷・販売事
業者に対しては、期限を定め、その業務の
方法を改善すべきことを勧告。

＊勧告された場合は、原則として違反した事
業者の氏名又は名称及び住所、違反事実、
勧告の内容を公表。

②勧告を受けた者が、正当な理由無くその勧
告に従わないときは、期限を定め、その勧
告に係る措置をとるべきことを命令。

③その上で命令違反となった場合には、罰則
が適用

（1年以下の懲役又は100万円以下の罰金
（併せて法人には、1億円以下の罰金））

（ ）

（ ）

米粉処理加工施設整備事業（農山漁村活性化プロジェク
ト支援交付金）の採択一覧（平成２０年度補正予算）15

計画主体 事業実施主体
（整備内容）

事業費（千円）
（国費） 生産地（20・21年産） 主たる販売先

秋田県 潟上市 （株）淡路製粉
（米粉微粉砕機）

79,000
(39,500)

潟上市
・営農組合
・個人

・現在、県内のホテルや製パン業者に販売���
・全国食品問屋を通じて、家庭用米粉を全国量販店や地方の
量販店に販売予定

・また、ネット販売を利用し、消費者に直接販売予定

新潟県 胎内市
新潟製粉（株）

（米粉微粉砕機、
上屋）

全体事業費
1,222,750
(611,375)�Ｈ
20事業費
451,726
(225,863)

胎内市�
・地元ＪＡ

・現在、米粉とグルテン入りの米粉を販売���
・米粉については、大手製粉メーカーに販売（大手製粉メー
カーがグルテン添加した後、製パンメーカーが購入し、米
粉パンとして大手コンビニエンスストアーが販売）����������������������

・グルテン入りの米粉については、グルテン添加を県内の製
粉業者に外注し、大手製パンメーカー等に販売

石川県 金沢市
（株）ほくりく
製粉（米粉微
粉砕機）

8,650
(4,325)

金沢市��
・個人

・地元の菓子店に販売予定

滋賀県 東近江市
農事組合法人
万葉の郷ぬか
づか（米粉微
粉砕機）

2,605
(1,302)

東近江市�
・ぬかづか

・「ぬかづか」で米粉からパン・麺まで製造���・　現在、
「ぬかづか」が運営している直売所で販売�・　地元の保育
園にも納入

徳島県 小松島市
東とくしま農
業協同組合

（米粉微粉砕機）
67,620
(33,810)

小松島市�
・地元ＪＡ�

・直売所、県内のスーパー等で販売を予定

熊本県 熊本県 熊本製粉（株）
（米粉微粉砕機）

224,200
(112,100)

阿蘇市�・個人
荒尾市�・個人�
熊本市�・個人�
人吉市�・個人

・現在、九州の製パン・製菓業者と製麺業者に販売�
・大手製パンメーカーからの問い合わせもあり、販売を検討�
・現在、宮崎の学校給食のパン用としても販売、今後、九州
一円の学校給食用としての販売を検討�

・外食産業の麺用としても販売を検討

※�新潟製粉の施設整備については、21年度も継続して実施
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新規需要米生産製造連携関連施設整備事業（農山漁村活性
化プロジェクト支援交付金）の採択一覧（平成21年度予算）16

計画主体 事業実施主体�
（整備内容）

事業費（千円）
（国費）

生産地�
（２１年産）

主たる販売先

1 秋田県�大潟村

株式会社三浦屋
（米粉の製粉機械）
（米粉パンの製造機
械）

110,110
(55,050)

大潟村�
・大潟村新
規需要米
推進研究
会

・現在、自社工場で米粉パンを製造し、東京都下で展開する食品スー
パー９店舗で販売�

・今後、米粉パンを首都圏大手スーパーへ販売拡大予定����
・製麺事業者向けに米粉を販売予定

2 秋田県�大潟村
株式会社デリカ研
究所（米粉の製粉
機械）

全体事業費
26,000

(13,000)�H21
事業費�14,000
（7,000)

大潟村�
・大潟村新
規需要米
推進研究
会

・今後、インターネットを利用して首都圏に米粉を少量より販売予定
・自社店舗で米粉パンを製造・販売予定

3 福島県郡山市 田中製粉株式会社
（米粉の製粉機械）

10,430
（5,215）

郡山市�
・ＪＡ郡山
市

・地元スーパーの総菜部門を担当する子会社、製パン業者に販売予定

4

福島県白河市
（代表）、矢吹町、
棚倉町、矢祭町、
塙町、鮫川村

フーズテクノ株式
会社�（米粉パンの
製造機械）（ミック
ス粉の製造機械）

63,160
（31,580）

白河市、矢
吹町、棚倉
町、矢祭町、
塙町、鮫川
村�
・ＪＡ東西
しらかわ

・現在、新和食メニュー向け素材として、外食チェーンへ販売
・食物アレルギーの消費者向けに、本州を中心とした生協及び外食チ
ェーンへの販売並びにネット販売も実施・　米粉100%パンを百貨
店へ販売���������

・今後、量販店へ販売を予定

5 福島県会津若松
市

あいづ農業協同組
合（米粉の製粉機
械）

7,848
(3,924)

会津若松市
・ＪＡあい
づ

・今後、市内小中学校の学校給食用米粉パンの原料として販売予定
・米粉パンを製造・販売する製パン店に原料として販売予定
・市内スーパーマーケット、直売所等でパン・麺用向けのグルテン入
り米粉を販売予定

6 福島県喜多方市
株式会社あら田製
粉（米粉の製粉機
械）

27,904
(13,952)

喜多方市�
・農業者

・今後、菓子製造業者が製造するどら焼きなどの小麦粉代替原料とし
て販売予定

7 埼玉県
みたけ食品工業株
式会社（米粉の製
粉機械）

708,260
(35,413)

埼玉県�
・全農

・今後、「米粉パウダー」拡販に向け、業務用として製パン、製粉メ
ーカーへの販売を予定。

・また、埼玉県下の学校給食用うどん、パン用として販売を予定。

8 栃木県 株式会社波里（米
粉の製粉機械）

465,334
（232,667）

栃木県�
・JA全 農 栃

木

・現在、家庭用米粉製品向けの米粉を大手商事会社、業務用米粉製品
向けの米粉を大手製粉会社に販売�

・パン用、麺用向けの米粉は、自社販売�
・栃木県の学校給食のパン用として販売

9 栃木県
日の本穀粉株式会
社（米粉の製粉機
械）

224,550
（122,275）

栃木県�
・JA全農栃
木

・現在、「こめdeパン（製品名）」を全国８８社、「こめdeケーキ（製
品名）」を全国１１９社で販売（平成２０年度実績）�

・�小売包装は、栃木県内のスーパー、農協等で販売�
・栃木県の学校給食のパン用として販売

10 群馬県 星野物産株式会社
（米粉の製粉機械）

23,600
（11,800）

群馬県�
・ＪＡ全農

・現在、「米粉入りミックス」（米粉使用商品）を販売�
・今後、現在開発中の「米粉入り乾麺」「業務用米粉」を販売予定

11 群馬県 群馬製粉株式会社
（米粉の製粉機械）

全体事業費
1,009,900

（504,950）
Ｈ21事業費
99,900

（49,950）

群馬県�
・ＪＡ全農
群馬

・現在、洋菓子用米粉は代理店を通じて全国の洋菓子店へ販売�
・米粉麺用米粉は、秋田、静岡等の加工業者に販売

12 千葉県袖ヶ浦市
君津市農業協同組
合�（米粉の製粉機
械・上屋）

8,258�
（4,129）

袖ヶ浦市�
・ＪＡ君津
市

・袖ヶ浦市農畜産物直売所『ゆりの里』で販売予定�
・袖ヶ浦市農畜産物直売所出荷者協議会加工会員に販売予定�
・君津地域の給食へ米粉パンを製造・販売予定

13 山梨県�都留市

有限会社エルフィ
ン・インターナシ
ョナル�（米粉パン
の製造機械・上屋）

75,000
(37,500)

都留市�
・農業者

・現在、アレルギー対応の米粉パン・米粉ケーキを学校給食・パルシ
ステム等に販売�

・今後、アレルギー対応の米粉パン・米粉ケーキに加え米粉麺にも取
組み、学校給食・パルシステム等に販売予定

（米粉関連の施設整備）
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計画主体 事業実施主体�
（整備内容）

事業費（千円）
（国費）

生産地�
（２１年産）

主たる販売先

14 新潟県胎内市

中条町農業協同組
合（カントリーエ
レベーターの増設）

654,702
（327,351）

新潟県
・ＪＡ全農
新潟

・現在、大手製粉メーカ-、大手パンメーカー、学校給食のパン用に
販売�

・今後、大手コンビニエンスストアー、大手菓子メーカー、製パンメ
ーカー、ファミリーレストランへ販売を拡大予定

新潟製粉株式会社
（米粉の製粉機械・
上屋）

1,228,360
（388,317）

株式会社タイナイ
（パン粉の製造機
械・上屋）

362,720
（181,360）

15 新潟県南魚沼市
しおざわ農業協同
組合�（米粉の製粉
機械・上屋）

5,500�
（2,750）

南魚沼市�
・ＪＡしお
ざわ

・地元の直売所、スーパーで販売予定�
・地元の学校給食のパン用としても販売を検討中

16 新潟県�見附市

株式会社木村屋總
本店（米粉どら焼
き製造機械）（米粉
菓子パンの製造機
械）

全体事業費
387,353
(193,676)
Ｈ21事業費
75,553
(37,776)

見附市�
・全農新潟
県本部

・今後、大手スーパー（小田急OX、マイカルグループ、シェルガー
デン）及び生協に販売予定

17
新潟県妙高市

妙高製粉株式会社
（米粉の製粉機械）
※３変更認定

25,019
(12,509)

妙高市
・農業者

・妙高市内の小中学校へ月2回供給予定
・パン工場での直売及び道の駅での販売を予定

妙高市�（米粉パン
の製造機械）

12,000�
(6,000)

18 石川県小松市
農事組合法人明峰
ファーム�（米粉の
製粉機械）

8,000�
（4,000）

小松市�
・明峰ファ
ーム

・現在、ＪＡ直売所で販売��
・今後は、県内Ａコープ、道の駅、空港売店、養護施設等へ販売を拡
大予定

19 富山県�黒部市

株式会社ＳＳ製粉
（米粉の製粉機械・
上屋）（米粉パンの
製造機械）

全体事業費
1,242,981
(621,491)
H21事業費
779,414
(389,706)

黒部市�
・ＪＡ黒部

・今後、米粉パンを全国の菓子・食品卸問屋及び商社を通じコンビニ
エンスストアー、100円均一ショップ、高速道路売店等で販

20 岐阜県海津市

有限会社レイク・
ルイーズ�（米粉の
製粉機械・上屋）
（米粉麺の製造機
械・上屋）

57,000
（28,500）

海津市�
・ＪＡ西美
濃

・自ら米麺を製造し、道の駅、ＪＡ直売所及びインターネットで販売�
・今後、ＪＡ等からの委託製粉・製麺も行う予定

21 滋賀県野洲市
株式会社図司穀粉
（米粉の製粉機械の
改修）

全体事業費
268,500

（134,250）
Ｈ21事業費
12,000

（6,000）

野洲市�
・グリーン
ちゅうず

・現在、ＪＲ駅構内の直販店へ米ワッフル冷凍生地を販売�
・今後、全国の菓子店、直販店に米粉加工品（冷凍生地）を販売予定�
・ネット販売や全国の食品問屋を通じてン、洋菓子用米粉を販売予定

22 京都府

JA京都（米粉の製
粉機械）（生地管理
施設）（米粉パン製
造機械）

14,371
(7,185)

与謝野町�
・JA京都

・今後、農産物直売所「たわわ朝霧」にて米粉パンを製造・販売予定

23
岡山県�吉備中央
町岡山県�吉備中
央町

株式会社シーワン
（原料貯蔵施設）
（米粉の製粉機械・
上屋）

210,089
(105,044)

岡山県�
・吉備中央
町

・現在、岡山県内で米粉パン専門の直営店を運営�
・今後、原料の生産から米粉パンの製造（冷生地含む）までを各事業
者が連携して行い、岡山県内及び東京都内の直営店舗等で販売予定。
また、同時に米粉パン専門店のフランチャイズ事業を全国展開し販
路拡大を計画

昭成建設株式会社
（米粉パン冷生地製
造機械・上屋）

399,431
(199,715)

アドタッチ株式会
社�（米粉パン製造
機械・上屋）

130,364
（656,182）

株式会社大木（米
粉パン製造機械） 18,169(9,085)

24 熊本県
熊本県パン協同組
合�（米粉パンの製
造機械の改修）

3,312�
（1,656）

熊本県�
・熊本経済
連

・９月より熊本県の学校給食に米粉パンを供給
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計画主体 事業実施主体�
（整備内容）

事業費（千円）
（国費）

生産地�
（２１年産）

主たる販売先

25 熊本県
鹿本農業協同組合
（米粉の製粉機械・
上屋）

15,000
（7,500）

山鹿市�
・ＪＡ鹿本

・現在、地元の道の駅や農産物直売所『ひらやま湯の里市』において
米粉を販売�

・今後、創業予定の「ファーマーズマーケット」で米粉パンの販売を
予定�

・地元小中学校の学校給食のパン用としても販売を検討中

26 鹿児島県�日置市
株式会社ヒガシマ
ル（米粉の製粉機
械）

24,580
(12,290)

日置市�
・農業者

・今後、米粉麺として全農、県経済連（Ａコープ）、生協（コープ）
に販売予定

計画主体 事業実施主体�
（整備内容）

事業費（千円）
（国費）

生産地�
（２１年産）

主たる販売先

27 栃木県鹿沼市
亀和田・北赤塚営
農組合�（乾燥調製
施設）

32,540
（16,270）

鹿沼市�
・亀和田営
農組合

・大手飼料会社に販売予定

28 島根県�出雲市 いずも農業協同組
合�（乾燥調整施設）

77,000
(38,500)

出雲市�
・ＪＡいず
も

・今後、島根県内の養鶏農家に販売予定

※１�新潟製粉の施設整備については、平成２０年度第１次補正予算の残を今年度予算で措置
※２�デリカ研究所、群馬製粉、木村屋總本店、ＳＳ製粉、図司穀粉の施設整備については、平成２２年度も継続して実施
※３�妙高製粉は、平成21年10月に計画変更

（飼料用米関連の施設整備）

「米粉倶楽部」に関して17

「米粉倶楽部」の活動目的

食料自給率向上に向けた国民運動「フード・アクショ
ン・ニッポン」の取組の１つとして、米粉の消費促進
を拡大するための活動。米粉に関わる様々な企業が、

「米粉倶楽部」として共に米粉の消費拡大のための活
動をしていくことで、米粉の認知拡大を図り、消費量
の増大および食料自給率向上につなげることが目的。

「米粉倶楽部」の活動内容

①「米粉倶楽部」共通のロゴマークを活用（商品に貼付も可）した、販売促進・広報活
動

②フード・アクション・ニッポン公式サイト内の「米粉倶楽部」を通じた、各企業・団
体の米粉に関する活動情報の集約・発信

①�ロゴ活用イメージ
商品 店頭

②サイトでの展開



飼料用米及び
稲ホールクロップ

サイレージについて

農林水産省　畜産振興課
課長補佐　上原 健一 氏
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畜産経営と飼料1

24,860千TDNトン ＜酪農＞
北海道

都府県

濃厚飼料粗飼料

＜肉用牛＞
繁殖

乳おす肥育

肉専肥育

＜養豚・養鶏＞

55.5％ 44.5％

38.1％ 61.9％

66.7％ 33.3％

86.9％

91.0％9.0％

13.1％

100％

粗飼料：乾草、サイレージ、稲わら等　濃厚飼料：とうもろこし、大豆油かす、こうりゃん、大麦等

※（ ）内は1頭あたり重量ベース構成

畜種別の構成（TDNベース）20年度飼料需給（TDNベース）

飼料費：42％ 飼料費：43％ 飼料費：63％ 採卵経営の飼料費：64％
ブロイラー経営の飼料費：65％

肥育牛（頭） 生乳（kg） 肥育豚（頭） 養鶏（戸）

濃厚飼料供給量
1,933万TDNトン
うち国産〔216万TDNトン〕
78.2％

粗飼料供給量
553万TDNトン
うち国産〔435万TDNトン〕
21.8％
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飼料用穀物の使用状況3

飼料の自給率2
平成27年度
目標

基準年
平成15年度

国産
100％

24％ 35％

平成20年度
概算

輸入
89％

国産11％

26％

粗飼料

輸入
90％

国産10％

輸入
86％

国産14％

国産
76％

輸入24％ 輸入21％

国産
79％

飼料全体

○乾草
○サイレージ
○稲わら

濃厚飼料

○穀類
○ぬか類
○かす類
○動物質飼料

乾草
稲わら
稲WCS

食品残さ等
未利用資源
糠類・粕類

さらに
飼料用米が
期待

稲WCS
を含む

　その他
　とうもろこし

0

100

200

300

400

500

600

700

639万トン

291

348

採卵鶏 肉用鶏 養豚 乳牛 肉牛

390万トン

220

170

320万トン

180

140

456万トン

275

182

604万トン

263

341

□ 配合・混合飼料の原料使用量
（平成20年度）

とうもろこし
1,206
（49%）

こうりゃん
124
（5%）

その他
穀類
180
（7%）豆類

11
（1%）

糟糠類
256
（10%）

大豆油かす
325
（13%）

その他
油かす
118
（5%）

動物性飼料
37
（2%）

その他
199
（8%）

□ 配合・混合飼料の原料使用量
（平成20年度）

上段：使用量（万トン）
下段：割合（％）

全体 1,655万t（429万ha）
とうもろこし 1,206万t（131万ha）
大豆油かす 325万t（181万ha）
こうりゃん 124万t（26万ha）

（参考）飼料穀物の使用量と推定面積（平成19年度）
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国産飼料の生産・利用拡大の取組4

飼料用米の生産体系について5

集約放牧

飼料収穫作業

青刈りとうもろこし

稲WCS

飼料用米

余剰食品の飼料化プラント

国産飼料に
立脚した
畜産の確立

TMR調製プラント

水田の活用 集約放牧の推進（酪農）

耕作放棄地の活用
（繁殖牛放牧）

エコフィード等の
未利用資源の利用推進

青刈りとうもろこしの拡大
草地の改良

TMRセンターの
育成（完全混合飼料）

コントラクターの育成

豚・鶏・牛に給与コンバインによる収穫

収 穫 乾燥・調製 給 与

乾燥機・CE等による乾燥・調製

籾摺り、粉砕又は圧ぺん

配合飼料と混合

【10a当たり収量（目安）】
主食用品種：530㎏
多収性品種：700㎏～ 800㎏

粉砕

圧ぺん

畜種や栽培方法によっ
て、籾摺りや粉砕・圧ぺ
んは省略可能

別途、稲わら飼料利用も
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飼料用米の取組状況6

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年（見込み）

45 104 292 1,611 4,129

○飼料用米の作付面積 （単位：ha）

【メリット】 【課題】

（稲作農家）
・水田の有効利用。
・通常の稲作栽培体系と同じで取り組み
やすい。

・農機具などの新規投資不要。
・連作障害がない。

（畜産農家）
・輸入とうもろこしの代替として利用す
ることが可能。

・長期保存が可能。
・配合飼料の場合、特別な設備や手間が
不要。

・輸入とうもろこしとの価格差の縮小。
・生産者と製造事業者、畜産農家等が連

携した安定した供給計画の策定。
・低コスト生産や多収品種の種子の安定

供給。
・保管・流通体制の確立。
・配合飼料の原料として本格的に取り扱

うには、既存施設の見直し等配合飼料
工場の条件整備。

【トピックス】飼料用米を活用した畜産物の高付加価値化に向けた取組

○飼料用米の利活用に際しては、単なる輸入とうもろこしの代替飼料として利用する
のみならず、その特徴を活かして畜産物の高付加価値化を図ろうとする取組が見ら
れている。

○国産飼料であることや水田の利活用に有効であること等をアピールしつつ、飼料用
米の取組に理解を示す消費者層等から支持を集めつつある。

こめたまごやまと豚米（まい）らぶ

こめ育ち豚 玄米玉子

■畜産経営：千葉県旭市養鶏農家（4戸）
■飼料用米生産：千葉県旭市等
■コープネット事業連合での店舗販売
■特徴：20年11月～ 21年4月までの
限定販売。飼料原料のとうもろこし
60％のうち20％を飼料米に置き換
えて生産。今後は、販売再開、拡大も
検討。

■畜産経営：トキワ養鶏（養鶏、青森県藤崎町）
■畜産物販売：地元デパート、直売所、パルシステム生活協同組合連合会等
■特徴：飼料用米を約6割給与。飼料
用米高配合の特徴である卵黄が「レ
モンイエロー」の玉子として販売。今
後、トキワ養鶏のインターネットサイ
トでの販売を開始。

■飼料用米生産：青森県藤崎町

■畜産経営：フリーデン（養豚、神奈川県平塚市（岩手県大東農場））
■飼料用米生産：岩手県一関市大東地区
■畜産物販売者：明治屋（関東）、阪
急オアシス（関西）等

■特徴：中山間地域の休耕田で生産
する飼料用米を軸に、水田と養豚を
結びつけた資源循環型システムが
確立。20年から独自名称で販売。

■畜産経営：平田牧場（養豚、山形県酒田市）
■飼料用米生産：山形県遊佐町、酒田市栃木県那須塩原市、
宮城県加美町等

■畜産物販売者：生活クラブ生協協同組合等
■特徴：消費者と生産者を結ぶ取組
であり、飼料用米の生産拡大を受け
て、21年から販売する豚肉は全量
「こめ育ち豚」に拡大。
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飼料用米に取り組む現場の声
平成20年度に設立された飼料用米利活用の49協議会から聞き取り調査（平成21年6月～7月実施）7

稲WCS（稲醗酵粗飼料）の生産体系について8

開封して牛に給与専用収穫機による収穫

収 穫 調　製 給 与

ロールをラッピングして保管

内部で発酵してサイレージ化

【10a当たり収量（目安）】
主食用品種なら、1.4 ～1.7t
多収性品種なら、2.5 ～ 3.5t 稲WCS：稲Whole Crop Silageの略で、

稲醗酵粗飼料ともいう。

ロール形成

○飼料用米のメリット・デメリットについて
メリットは、水田が有効に活用できること（94%）、輸入とうもろこしの代替として

利用できること（67%）を掲げる地域が多い。デメリットは、補助金や生産の効率化が
必要（94%）や生産・流通・保管体制の整備が必要（82%）なことを掲げる地域が多い。
○飼料用米の給与が家畜・畜産物に与える影響について

畜産物には「良い影響がある」が半数以上で、「悪い影響がある」は、卵黄色の低下
を指摘した1件のみ。また、家畜への影響はないとする声が大半（69%）。
○飼料用米の価格
平成20年度の畜産農家の買取価格は、玄米1㎏当たり40円～50円の協議会が多い（31%）。
また、稲作農家が受け取る価格は、30円～40円の協議会が多い（51%）。
21年度は20年度と同等の価格にする協議会が多い（畜産農家買取：41%�稲作農家受

け取り：45%）。
○耕畜連携
飼料用米の取組によって、耕種農家と畜産農家が一緒に活動する機会が増えたこと等

により、耕畜連携が進んだ協議会が大半（82%）。
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■高性能ロールベーラーによる品質向上

■稲発酵粗飼料を活用した高品質牛肉生産の取組
稲発酵粗飼料給与でブランド化した牛肉
「はまさり牛（褐毛和種）」（埼玉県）

ビタミンＥの増加効果等により
牛肉の脂質酸化や肉色劣化の抑制が期待

稲発酵粗飼料を用いた褐毛和種雌牛の肥育

メリット：
・長期保存が可能。
・嗜好性が高い。

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

9ヶ月5ヶ月2ヶ月

乳
酸
量（
新
鮮
物
中
%
）

3.6

4.0

4.4

4.8

5.2

サ
イ
レ
ー
ジ
pH

従来型

細断型

（乳酸量）

細断型

従来型

飼料用稲専用機で調製したサイレージの品質

（pH）

細断型飼料イネ専用機（20年2月発売）

稲WCSの取組状況9

稲WCSの取組（トピックス）稲発酵粗飼料をめぐる試験研究の進展10

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年（見込み）

4,594 5,182 6,339 8,931 10,306

○稲WCSの作付面積 （単位：ha）

【メリット】 【課題】

（稲作農家）
・水田の有効利用。
・田植えや水管理等は通常の稲作栽培体
系と同じで取り組みやすい。

・連作障害がない。
（畜産農家）
・良好な栄養価を有し、牛の嗜好性も高い
・長期保存が可能
・飼料増産のための労力をかけずに規模
拡大が可能

・本格的な生産のための収穫、調製の専
用機の整備。

・生産者と需要者の間での安定的な供給
利用のための計画策定。

・畜産農家における給与体系への組入れ
の推進。

・効率的な保管・流通体制の確立。
・低コスト生産や多収品種の種子の安定

供給。
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粗飼料の広域流通を推進する新規対策を21年度より開始
（国産粗飼料増産対策事業のうち粗飼料広域流通モデル確立型22年度予算概算決定額：2,399百万円の内数）

広域流通拠点の構築後の姿

A町の畜産農家 B町の耕種農家

国産粗飼料について計画的・安定的な広域流通による利用拡大を推進するため、国産粗
飼料の流通拠点の整備を支援します（必要な機械・施設に対する1／ 2補助）。

以下の問題を抱えている地域を支援します

○国産粗飼料が欲しいが作り手が近く
にいない。
○個別農家間の取引では不安。
○保管場所がないので、必要な時に持
ってきて欲しい。
○初めて使う飼料は不安。

○粗飼料で農地を有効活用したいが、
畜産農家が近くにいない。

○個人で遠くに運ぶのは難しい。
○飼料の保管場所がない。収穫した飼
料の管理ができない。

④飼料を購入
　【畜産農家】

②飼料を搬入
　【耕種農家】

③拠点の飼料を
　広域流通・販売
　【飼料販売会社】

①拠点を設置
　飼料を保管・管理
　【JA等】

Ａ町 Ｂ町

After

畜産農家のメリット 耕種農家のメリット

○近くに耕種農家がいなくても、国産粗
飼料の安定確保が可能

○飼料保管場所が不要
○産地で品質管理されるため、安心して
取引可能

○飼料・畜産物の分析費用が助成され、
新しい飼料の特色を把握可能

○近くに畜産農家がいなくても飼料作物
生産で農地の有効活用が可能

○収穫した飼料の保管場所が不要
○収穫した飼料の管理が不要
○飼料の運搬や販売事務手続きが不要
○産地で飼料生産に取り組むため、均
質・高品質な飼料の安定供給が可能
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稲WCSの産地の取組を強化する動きについて
～国産粗飼料増産対策事業ハイグレード稲発酵粗飼料利活用推進型（新規）～（概算決定額）2,399百万円の内数

ハイグレードな稲発酵飼料生産を推進することが重要

飼料用米を推進するための平成22年度予算（概算決定）

水田利活用自給力向上事業11
要求額： 2,167億円

自給率向上を図るため、水田を有効活用して、麦・大豆・米粉用米・飼料用米等の生
産を行う販売農家に対して、主食用米並の所得を確保しうる水準を直接支払いにより交
付します。

○稲WCSに関する地域の指導者（稲発酵粗飼料コーディネーター）を明確にし、畜産農
家や稲作農家がコーディネーターと一体なって、高品質・高収量な稲発酵粗飼料生産
を行い、給与する取組を支援します。

（稲WCS給与経営に対し、1万円／10aを助成）

※これまで需給調整に参加してこなかった農家が参加しやすくなるよう、米の「生産数量目標」の達
成にかかわらず、助成対象とします。

作物 単価（10a当たり）

麦、大豆、飼料作物 35,000円

新規需要米
（米粉用・飼料用米・稲wcs等） 80,000円

そば、なたね、加工用米 20,000円

その他作物 10,000円

二毛作助成 15,000円

現　状
○稲WCSの面積は拡大しているものの、現場段階では、その定着に向けて、品
質面等の課題が散見。

○また、収穫量についても、地域によって大きなバラツキが見られます。

良品質WCS カビの発生（廃棄処分）
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そこで、ハイグレード稲発酵粗飼料利活用推進型では、以下の取組を行います。
以下の取組を行う産地を支援します。

産地段階の以下の取組を支援します

以上の取組を行い、基準が達成できた地域に助成します（畜産農家：1万円／10a）

○「ハイグレード稲発酵粗飼料コーディネーター」を明確にします。
○コーディネーター、畜産農家、稲作農家等で、目指すべき「ハイグレード稲発酵
粗飼料」の基準を定めます（畜産農家も積極的に関わります）。

○基準を達成するための「栽培マニュアル」を作成します。
○基準の達成状況について、検討・評価を行います（畜産農家も関わります）。

さらに、全国段階では・・・・

22年度以降、稲WCSの品質・収量の向上を強力に推進・支援します

○稲WCSに関する第一線の研究者・知見者・技術者を参集した「ハイグレード稲発
酵粗飼料資質向上会議」を設置します（22年8月頃）

（コーディネーターに伝えるべき最新の技術を検討・整理します。）
○コーディネーターを対象とした現地検討会を開催します。（22年9月頃）
○コーディネーターを対象とした座学形式の研修会を開催します。（11月以降）
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コントラクターの経営高度化を支援します
～国産粗飼料増産対策事業飼料生産組織経営高度化支援型（新規）～（概算決定額）2,399百万円の内数

○コントラクター等の飼料生産組織が経営の高度化（飛躍的な面積拡大や法人化等）
を行う場合、当該高度化に必要な機械・施設の整備に対して支援します。
補助率：1／2

1　対象となる組織について
コントラクター、TMRセンター、その他飼料生産組織。

2　経営の高度化について
以下のいずれかの要件を満たす組織を対象とします。

（1）平成21年度に法人化していない組織であって、かつ、事業実施年度に法人化を行う
組織。

（2）事業実施年度の受託面積（自ら飼料を販売されている組織にあっては飼料生産作業
面積）について、平成21年度の面積又は過去3年間の受託面積と比較して、20ha（北
海道にあっては40ha）以上拡大する組織。

（3）（1）、（2）と同等以上の経営の高度化であるものとして、都道府県知事が設定し、
事業実施主体の承認を得た内容を満たす組織であること。

対象機械・施設一覧

牧草播種機 追播種機 とうもろこし播種機 モアコンディショナー、
ヘイコンディショナー

フォーレージハーベスター

テッダレーキ

積込機

ロールベーラー 梱包解体機 運搬機 梱包格納機

稲わら収穫機 家畜糞尿
土壌還元用機械

（その他）
○サイレージ取出機
○アンモニア処理機
○TMRセンター関連施設等
○飼料保管庫
○作業管理システム

国産粗飼料増産対策事業のうち
飼料生産組織経営高度化支援型について

飼料生産組織が経営の高度化を行う場合、当該高度化に必要な飼料生産機械・施設
の導入額分の1／2を支援します。
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飼料用米・稲WCSに関する参考資料
○戸別所得補償モデル対策や、水田利活用自給力向上対策の内容について
http://www.maff.go.jp/j/seisaku/kobetu_hosyo/index.html

○多収米の栽培方法について
http://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/tasyumai/t_manual/index.html

○新しい多収性品種について
http://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/tasyumai/t_manual/index.html

○飼料用米の栽培・給与マニュアルについて
http://nilgs.naro.affrc.go.jp/project/esapro/esa-data/r-manual.htm

○飼料用米の利活用についての実証成果集
http://www.maff.go.jp/j/chikusan/sinko/lin/l_siryo/index.html

○稲WCSの生産・給与マニュアルについて
http://www.maff.go.jp/j/chikusan/sinko/lin/l_siryo/index.html

○飼料用米農業者向けパンフレット
http://www.maff.go.jp/j/chikusan/sinko/lin/l_siryo/index.html

○稲WCS農業者向けパンフレット
http://www.maff.go.jp/j/chikusan/sinko/lin/l_siryo/index.html

都道府県名 H20（確定値） H21（見込み） 都道府県名 H20（確定値） H21（見込み）

北海道 0 3 滋賀県 14 25
青森県 32 130 京都府 4 11
岩手県 145 265 大阪府 0 0
宮城県 156 407 兵庫県 5 5
秋田県 25 127 奈良県 1 0.3
山形県 370 614 和歌山県 0 2
福島県 88 350 近畿 24 43
東北 816 1,893 鳥取県 0.4 10
茨城県 21 122 島根県 20 84
栃木県 55 412 岡山県 12 33
群馬県 15 12 広島県 2 4
埼玉県 68 45 山口県 4 8
千葉県 77 126 徳島県 0 7
東京都 0 0 香川県 0 3
神奈川県 0 0 愛媛県 0.2 2
山梨県 4 1 高知県 3 26
長野県 17 24 中四国 42 177
静岡県 32 80 福岡県 22 95
関東 289 822 佐賀県 3 32
新潟県 14 14 長崎県 1 17
富山県 18 37 熊本県 40 246
石川県 0.3 3 大分県 54 212
福井県 2 56 宮崎県 75 135
北陸 34 110 鹿児島県 6 16
岐阜県 163 239 九州 201 753
愛知県 19 63 沖縄県 0 0
三重県 23 26 全国計 1,611 4,129
東海 205 328

飼料用米や稲WCSに関する情報については、以下よりご覧いただけます。

飼料用米の都道府県別作付面積について

（単位：ha）
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都道府県名 H20（確定値） H21（見込み） 都道府県名 H20（確定値） H21（見込み）

北海道 58 47 滋賀県 112 118
青森県 117 99 京都府 6 11
岩手県 223 232 大阪府 0 0
宮城県 805 742 兵庫県 62 65
秋田県 584 577 奈良県 2 13
山形県 296 351 和歌山県 0 0
福島県 331 385 近畿 182 207
東北 2,356 2,386 鳥取県 150 161
茨城県 324 385 島根県 40 70
栃木県 358 395 岡山県 116 197
群馬県 178 205 広島県 132 132
埼玉県 95 102 山口県 24 30
千葉県 103 151 徳島県 22 22
東京都 0 0 香川県 3 3
神奈川県 0 0 愛媛県 40 41
山梨県 11 4 高知県 17 6
長野県 50 78 中四国 544 662
静岡県 93 128 福岡県 311 387
関東 1,212 1,448 佐賀県 53 63
新潟県 239 221 長崎県 18 31
富山県 27 30 熊本県 1,903 2,021
石川県 1 0 大分県 285 388
福井県 39 65 宮崎県 1,590 1,850
北陸 306 316 鹿児島県 279 297
岐阜県 22 42 九州 4,439 5,037
愛知県 19 34 沖縄県 0 6
三重県 95 121 全国計 9,233 10,306
東海 136 197

稲WCSの都道府県別作付面積について

（単位：ha）
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支支
援援
のの
種種
類類

助助
成成
内内
容容

生
産
者
に
対
す
る
支
援

生
産
者
に
8万
円
/1
0a
を
助
成
し
ま
す（
注
） 。

（
水
田
利
活
用
自
給
力
向
上
事
業
）

畜
産
農
家
に
対
す
る
支
援

高
品
質
・
高
収
量
な
地
域
の
取
組
に
参
加
す
る
畜
産
農
家
に

1万
円
/1
0a
を
助
成
し
ま
す
。

（
国
産
粗
飼
料
増
産
対
策
事
業
）

必
要
な
機
械
へ
の
助
成

収
穫
機
械
、梱
包
機
械
等
の
必
要
な
機
械
の
導
入
を
支
援
し

ま
す
。

（
農
畜
産
業
機
械
等
リ
ー
ス
支
援
事
業
）

広
域
流
通
拠
点
の
形
成
に
必
要
な

助
成

流
通
拠
点
の
整
備
に
必
要
な
機
械
・
施
設（
ﾄﾗ
ｯｸ
ｽｹ
ｰﾙ
、ﾎ
ｲ

ﾙﾛ
ｰﾀ
ﾞｰ
等
）を
支
援
し
ま
す
。

（
国
産
粗
飼
料
増
産
対
策
事
業
）

今
こ
そ
！
稲
W
C
S
を
始
め
て
み
ま
せ
ん
か
？

○
稲
W
C
S
は
、
湿
田
で
も
栽
培
可
能
で
、
牛
の
嗜
好
性
も
良
い
良
質
な

　
飼
料
と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。

○
そ
の
メ
リ
ッ
ト
か
ら
、
取
組
面
積
は
年
々
拡
大
し
、
平
成
21
年
度
は
、

　
つ
い
に
１
万
ha
を
突
破
し
ま
し
た
。

○
22
年
度
は
、
稲
W
C
S
の
生
産
に
、
8万
円
／
10
aが
助
成
さ
れ
ま
す
。

　
さ
あ
、
今
こ
そ
、
稲
W
C
S
を
始
め
ま
し
ょ
う
！

稲
W
C
S
（
稲
発
酵
粗
飼
料
）
っ
て
、
何
で
す
か
？

ロ
ー
ル
を
ラ
ッ
ピ
ン
グ
し

て
保
管
。
発
酵
し
て
サ
イ

レ
ー
ジ
に
な
り
ま
す
。

専
用
収
穫
機
に
よ
る
収
穫
、

ロ
ー
ル
形
成
作
業

○
稲
W
C
Sと
は
、稲
の
穂
と
茎
葉
を
丸
ご
と
乳
酸
発
酵
さ
せ
た
粗
飼
料

　（
ホ
ー
ル
ク
ロ
ッ
プ
サ
イ
レ
ー
ジ
：
W
ho
le
 C
ro
p 
Si
la
ge
）の
こ
と
で
す
。

○
水
田
で
作
り
や
す
く
、牛
に
と
っ
て
も
良
質
な
飼
料
で
す
。

□
稲
W
C
S
の
メ
リ
ッ
ト
－
稲
作
農
家
、
畜
産
農
家
双
方
に
メ
リ
ッ
ト
ー

・
排
水
不
良
田
や
未
整
備
田
で
も
作

　
付
が
可
能
。

・
田
植
え
や
水
管
理
等
は
通
常
の
稲

　
作
栽
培
体
系
と
同
じ
。

・
麦
・
大
豆
等
の
連
作
障
害
を
回
避
で

　
き
る
。

・
良
好
な
栄
養
価
を
有
し
、
牛
の
嗜
好

　
性
も
高
い
。

・
長
期
保
存
が
可
能
。

・
飼
料
増
産
の
た
め
の
労
力
を
か
け

　
ず
に
規
模
拡
大
（
増
頭
）
が
可
能
。

開
封
し
て
牛
に
給
与

稲
作
農
家
の
メ
リ
ッ
ト

畜
産
農
家
の
メ
リ
ッ
ト

稲
W
C
S
へ
の
国
の
支
援
は
あ
り
ま
す
か
？

稲
W
C
S
は
水
田
の
有
効
活
用
や
飼
料
自
給
率
の
向
上
に
つ
な
が

る
た
め
、
そ
の
生
産
や
利
用
に
対
し
て
、
国
が
様
々
な
支
援
を

行
っ
て
い
ま
す
。

■
稲
発
酵
粗
飼
料
を
活
用
し
た

　
高
品
質
牛
肉
生
産
の
取
組
も
！

稲
発
酵
粗
飼
料
給
与
で
ブ
ラ
ン
ド
化
し
た
牛
肉「
は
ま
さ
り
牛
」（
埼
玉
県
）

ビ
タ
ミ
ン
Ｅ
の
増
加
効
果
等
に
よ
り
牛
肉
の
脂
質
酸
化
や
肉
色
劣
化
の

抑
制
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す

 

0
.0
1
.0
2
.0
3
.0
4
.0
5
.0
6
.0
7
.0

試
験
牛
 

対
照
牛

mg/kg

n
=
2

n
=
3

細
断
型

飼
料
稲
専
用

機 （
20
年
発
売
）

■
高
性
能
収
穫
機
が
開
発
・
普
及

高
密
度
で
梱
包
で
き
、よ
り
品
質
の
高
い

稲
W
C
S
が
調
製
可
能
な
専
用
収
穫
機

が
開
発
・
普
及
し
て
い
ま
す
。

地
方
農
政
局
等
で
は
、
稲
W
C
Sの
生
産
・
利
用
拡
大
の
た
め
の
推
進
活
動
を
行
っ
て

い
ま
す
。
お
気
軽
に
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

○
○
農
政
局
○
○
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
○
○
○
ー
○
○
○
ー
○
○
○
○

○
○
県
○
○
課
○
○
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
○
○
○
ー
○
○
○
ー
○
○
○
○

作
り
た
い
け
ど
、
使
っ
て
く
れ
る
畜
産
農
家
を
紹
介
し
て
欲
し
い

も
っ
と
詳
し
く
教
え
て
欲
し
い
け
ど
、
ど
こ
に
聞
け
ば
い
い
の
？

褐
毛
和
種
雌
牛
の
牛
肉
中
の
ビ
タ
ミ
ン
Ｅ
含
量

mg/kg

農業者向けパンフレット（農水省HPからご覧になれます）
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農業者向けパンフレット（農水省HPからご覧になれます）

耕
畜
連
携
で

飼
料
用
米
生
産
･利
用
に

取
り
組
み
ま
し
ょ
う

耕
畜
連
携
の
飼
料
用
米
生
産
で
、

①
地
域
の
水
田
が
守
れ
、

②
堆
肥
が
有
効
活
用
で
き
、

③
畜
産
農
家
も
元
気
に
な
り
ま
す

皆
さ
ん
の
力
で
地
域
を
活
性
化
し
ま
せ
ん
か
？

来
年
に
向
け
て
、
さ
あ
、
地
域
で
話
し
合
い

を
進
め
ま
し
ょ
う
。 写

真
：

多
収
性
品
種「
モ
ミ
ロ
マ
ン
」作
付
田
。

同
水
田
で
は
鶏
糞
堆
肥
3.
6ト
ン
/1
0a
を
2月

頃
に
施
用
し
、籾
収
量
1.
2ト
ン
、玄
米
収
量

1ト
ン
/1
0a
を
確
保
。

（
東
京
農
業
大
学
試
験
成
績
）

こ
ん
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
！

～
地
域
の
耕
種
農
家
と
畜
産
農
家
が
元
気
に
、
そ
し
て
地
域
が
活
性
化
し
ま
す
～

生生
産産
者者

（
多
収
性
品
種
を
作
付
）

利利
用用
者者

乾
燥
施
設
・
配
合

飼
料
工
場

飼
料
用
米
を
出
荷

配
合
飼
料
を
提
供

一
部
で
は
直
接
畜
産
農
家
に
出
荷

堆
肥
を
生
産
ほ
場
に
還
元

畜
産
農
家
の
メ
リ
ッ
ト

・
海
外
の
飼
料
価
格
が
高
く
な
っ
て
も
、

　
飼
料
用
米
を
使
っ
て
い
れ
ば
安
心
！

・
国
産
飼
料
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
消
費
者

　
の
信
頼
や
理
解
が
得
ら
れ
る
！

・
特
徴
あ
る
畜
産
物
販
売
が
で
き
、
経
営
に

　
プ
ラ
ス
！

・
堆
肥
の
有
効
活
用
が
で
き
る
！

稲
作
農
家
の
メ
リ
ッ
ト

・
作
り
や
す
い
！
水
田
を
守
れ
る
！

・
水
田
の
有
効
活
用
や
高
収
量
で
収
穫

　
の
喜
び
を
実
感
！

・
8万
円
/1
0a
の
支
援
で
安
定
的
に
主
食

　
用
米
並
み
の
所
得
が
得
ら
れ
る
！

・
堆
肥
で
地
力
が
向
上
！

・
低
コ
ス
ト
栽
培
で
生
産
費
が
安
い
！

飼
料
用
米
の
取
組
地
域
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
声

○
消
費
者
の
理
解
を
得
る
こ
と
が
で
き
た
。

○
首
都
圏
を
中
心
に
畜
産
物
の
取
引
先
が
増
加
し
た
。

○
脂
肪
の
し
ま
り
が
良
く
な
り
、
色
が
白
く
な
っ
た
。

○
も
み
給
与
で
鶏
舎
の
に
お
い
が
軽
減
さ
れ
、鶏
の
筋
胃
が
大
き
く
、

　
腸
が
長
く
な
っ
た（
鶏
が
元
気
に
！
）。

○
水
田
の
維
持
が
で
き
た
。

○
家
畜
の
嗜
好
性
は
良
好
。

○
脂
肪
中
の
リ
ノ
ー
ル
酸
が
低
下
し
、
オ
レ
イ
ン
酸
が
増
加
し
た
。

　
さ
っ
ぱ
り
と
し
た
味
に
な
っ
た
。

○
消
費
者
か
ら
は
、
お
い
し
い
と
の
評
価
が
多
く
寄
せ
ら
れ
た
。

消
費
者
と
の
交
流
会

（
飼
料
用
米
の
収
穫
）

耕
畜
連
携
飼
料
用
米
生
産
・
利
用
の
イ
メ
ー
ジ
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農業者向けパンフレット（農水省HPからご覧になれます）

さ
あ
、
早
速
、
始
め
ま
し
ょ
う
！

1
ま
ず
は
、
市
町
村
等
に
取
組
の
考
え
を
伝
え
、
地
域
で
話
し
合
い
ま
し
ょ
う
。

（
販
売
先
、
価
格
、
面
積
、
品
種
、
流
通
・
保
管
方
法
、
食
用
米
へ
の
混
入
対
策
等
を
決
め
ま
し
ょ
う
。
）

＊
近
く
に
畜
産
農
家
が
い
な
い
、
生
産
者
が
い
な
い
等
、
何
か
お
困
り
の
場
合
は
、
お
気
軽
に
近
く
の

　
農
政
局
又
は
農
政
事
務
所
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

＊
多
収
性
品
種
の
種
子
の
入
手
方
法
等
に
つ
い
て
は
、
都
道
府
県
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

2
品
種
や
ほ
場
に
応
じ
て
、
適
量
の
堆
肥
を
散
布
し
ま
し
ょ
う
。

＊
普
及
指
導
セ
ン
タ
ー
等
に
よ
る
堆
肥
の
成
分
分
析
、
土
壌
分
析
の
結
果
を
基
に
判
断
し
ま
し
ょ
う
。

＊
多
収
性
品
種
で
高
収
量
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
多
肥
栽
培
が
基
本
と
な
り
ま
す
。
多
収
性
品
種
は
、

　
一
般
に
主
食
用
の
1．
6～
2倍
程
度
の
窒
素
施
用
が
可
能
で
す
。

3

品
種
の
特
性
に
応
じ
て
、
低
コ
ス
ト
生
産
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

①
堆
肥
の
活
用
に
よ
り
、
化
学
肥
料
の
使
用
量
を
減
ら
し
ま
し
ょ
う
。

②
抵
抗
性
品
種
の
導
入
や
発
生
予
察
に
よ
り
、
農
薬
の
使
用
量
を
減
ら
し
ま
し
ょ
う
。

　
（
出
穂
期
以
降
に
農
薬
を
散
布
す
る
場
合
は
玄
米
で
給
与
し
ま
し
ょ
う
。
）

③
で
き
る
限
り
ほ
場
で
立
毛
乾
燥
し
て
刈
り
取
り
ま
し
ょ
う
。

④
春
の
労
働
時
間
を
大
幅
に
削
減
で
き
る
直
播
栽
培
に
も
、
普
及
指
導
セ
ン
タ
ー
等
の
指
導
を
受
け
な

　
が
ら
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
ま
し
ょ
う
。
　
　
　
　
　

4
①
牛
・
豚
に
給
与
す
る
場
合
は
、
粉
砕
ま
た
は
圧
ぺ
ん
し
て
給
与
し
ま
し
ょ
う
。

②
配
合
割
合
は
、
肥
育
豚
15
%
、
採
卵
鶏
20
%
、
肉
用
鶏
50
%
、
乳
用
牛
10
%
、
肥
育
牛
3%
程
度
な
ら
、

　
安
心
し
て
使
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
ま
た
、
こ
れ
以
上
の
配
合
割
合
で
給
与
し
て
い
る
事
例
も
数
多
く
見
ら
れ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
必
要
な
情
報
は
こ
ち
ら
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す

①
多
収
米
の
栽
培
方
法

多
収
米
栽
培
マ
ニ
ュ
ア
ル

平
成

2
1

年
4

月

新
し
い
多
収
米
品
種

―
加
工
用
米
及
び
飼
料
用
米
等
、
新
規
需
要
米
の
生
産
に
向
け
て
―

平
成
2
1
年
4
月

②
多
収
性
品
種
の
特
性

④
先
駆
的
な
取
組
事
例

③
栽
培
・
給
与
マ
ニ
ュ
ア
ル

入
手
先
：
①
農
林
水
産
省
農
業
生
産
支
援
課
　
te
l：
03
－
35
97
－
01
91

 
②
農
林
水
産
省
研
究
開
発
官
室
（
食
料
戦
略
）
　
te
l：
03
－
35
02
－
25
49

 
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
aff
.g
o.
jp
/j
/s
ei
sa
n/
si
en
/t
as
yu
m
ai
/t
_m
an
ua
l/
in
de
x.
ht
m
l（
①
、
②
共
通
）

 
③
農
林
水
産
省
研
究
開
発
官
室
（
食
料
戦
略
）
　
te
l：
03
－
35
02
－
25
49

 
ht
tp
:/
/w
w
w
.n
ilg
s.
aff
rc
.g
o.
jp
/p
ro
je
ct
/e
sa
pr
o/
in
de
x.
ht
m

 
④
農
林
水
産
省
畜
産
振
興
課
　
te
l：
03
－
35
02
－
59
93

 
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
aff
.g
o.
jp
/j
/c
hi
ku
sa
n/
si
nk
o/
lin
/l
_s
iry
o/
in
de
x.
ht
m
l

適
切
な
方
法
で
家
畜
に
給
与
し
ま
し
ょ
う
。

取
組
に
対
す
る
支
援
措
置
（
２
２
年
度
概
算
決
定
）

○
飼
料
用
米
の
生
産
に
対
す
る
支
援

飼
料
用
米
の
生
産
に
対
し
て
、１
０
ア
ー
ル
当
た
り
８
万
円
を
農
業
者
に
助
成
。

（
水
田
利
活
用
自
給
力
向
上
事
業
）

○
飼
料
用
米
の
乾
燥
・
調
製
・
保
管
等
に
対
す
る
支
援

飼
料
用
米
の
乾
燥
・
調
製
・
保
管
、
粉
砕
等
に
要
す
る
共
同
利
用
機
械
・
施
設
の

導
入
を
支
援
（
補
助
率
：
１
／
２
）
。

（
強
い
農
業
づ
く
り
交
付
金
、
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
交
付
金
）

問
い
合
わ
せ
先

機
関
名

電
話
番
号

北
海
道
農
政
事
務
所
計
画
課

０
１
１
－
６
４
２
－
５
４
７
０

東
北
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
２
２
－
２
２
１
－
６
１
７
９

０
２
２
－
２
２
１
－
６
２
１
４

０
２
２
－
２
３
６
－
６
６
６
１

関
東
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
４
８
－
７
４
０
－
０
０
２
５

０
４
８
－
７
４
０
－
０
０
２
７

０
４
８
－
７
４
０
－
０
０
９
９

北
陸
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
７
６
－
２
３
２
－
４
３
０
２

０
７
６
－
２
３
２
－
４
３
１
７

０
７
６
－
２
４
１
－
３
１
５
１

東
海
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
５
２
－
２
２
３
－
４
６
２
２

０
５
２
－
２
２
３
－
４
６
２
５

０
５
２
－
７
６
３
－
４
４
５
３

近
畿
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
７
５
－
４
１
４
－
９
０
２
０

０
７
５
－
４
１
４
－
９
０
２
２

０
７
５
－
４
１
４
－
９
７
３
１

中
国
・
四
国
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
８
６
－
２
２
４
－
９
４
１
１

０
８
６
－
２
２
４
－
９
４
１
２

０
８
６
－
２
２
３
－
３
１
３
５

九
州
農
政
局
生
産
経
営
流
通
部
農
産
課

畜
産
課

食
糧
部

計
画
課

０
９
６
－
３
５
３
－
７
６
０
８

０
９
６
－
３
５
３
－
７
４
０
４

０
９
８
－
３
７
８
－
３
１
７
１

内
閣
府
沖
縄
総
合
事
務
局
農
畜
産
振
興
課

０
９
８
－
８
６
６
－
１
６
５
３

又
は
、
お
近
く
の
市
町
村
、
普
及
指
導
セ
ン
タ
ー
等
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。



18 米粉利用の推進について

米粉の情報
http://www.maff.go.jp/j/soushoku/keikaku/komeko/index.html

米粉利用の推進に関する資料
・「米穀の新用途への利用の促進に関する法律」関連資料
・新規需要米の利用推進について
・平成２１年度新規委託プロジェクト研究事業について

その他
・生産製造連携事業計画（案）の事前確認に係る手続きについて
・「販売」を軸とした米システムのあり方に関する検討会資料抜粋
・全国米粉食品普及推進会議資料
・米粉製品需要拡大に向けた意見交換会資料抜粋
・参考資料等
・リンク

米粉に関する農林水産省参考ホームページ18



群馬製粉株式会社
取締役社長　山口 慶一 氏

米粉の加工技術の開発
21世紀の米の可能性�
ー米の粉の研究開発ー

見えてきた21世紀の新しい日本の食の形



36 米粉の加工技術の開発

群馬製粉㈱は創業60年以上を越える米の粉の製粉企業。
その顧客の90%は和菓子屋。季節の行事や和服の衰退と共に、和菓子の需要もここ20年
で大きく低下。全盛期の六分の一に和菓子の需要が激減。主食としての米だけではなく
嗜好品としての米の需要が大きく減退してしまった。
需要低下の危機感から、1999年に和菓子だけでなく、洋菓子用の米の粉の研究開発を始
める。
2003年モンサンクレールの辻口博啓氏と共にケーキやパンを作ることができる洋菓子用
米粉「リ・ファリーヌ」の開発に成功する。

日本人の食生活の洋風化がもたらした米の需要減退1

新しい米粉「リ・ファリーヌ」の特徴

1960〜1970年代の日本の三月のひな祭り、五月の節句、七夕等の季節行事、結婚式、御
葬式の祭事がピークを迎える。和菓子の黄金時代。各都道府県の和菓子屋の最盛期。
1980〜1990年代、国内外の観光ブーム始まる。国内に工場見学を兼ねた江戸時代のお
城を再現し大型和菓子工場の観光ブームとあいまって最盛期を迎える。土産和菓子の求
肥餅のヒット商品となり、そのためもち粉の需要が高まる。
1990〜2010年まで、バブル崩壊とともに、お金を使わない巣ごもり消費が増え家庭内
でスナックやポテトチップを食べる需要が増えたが、発癌性の問題やメタボリック症候
群が話題になり、より、健康思考から硬いおせんべいではなく、ソフトなおせんべいや、
米を使用したスナックの需要が急速に伸びることとなる。

米の粉使用の変遷2

①これまでの米の粉(上新粉)よりもとても細かい
②米に含まれる成分の調整を行なう。
③その際、できるだけ熱を加えず、自然に近い形で粒子を
細かくする。

その粉を使用して作られたケーキの特徴

①10%の低カロリーを実現
②しっとり、もっちりとした食感を表現することに成功
③小麦と比較し糖度が低いので、材料の味を引き出せる。

2003年既存の洋菓子とは違う食感をお米から表現することに成功。
日本全国の洋菓子店を中心に短期間で大きく普及した。
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38 米粉の加工技術の開発

この洋菓子用の粉を開発したとき、小麦アレルギーを初めとする食物アレル
ギーを持つ人達が、あまりにも多くいることに気がつきました。小麦を使用
しないケーキはできたが、どうしても牛乳、卵を使用せざるをえなかった。

2003年に静岡文化芸術大学の米屋武文教授とお会いする。
米屋教授も小麦や卵、牛乳を使用しないお米だけを使用したお米の麺の開発
に着目していた。
そして、日本のお米と水だけで麺を作る試みが始まる。

2008年、5年間の歳月をかけて日本のお米と水だけで作られたJ麺(JAPANESE
RICE�NOODLE)が完成。お米の麺、J麺�ビーフンやフォーとは全く異なる、
コシが強く、なめらかで、しっとり、もっちり、コシが強く、驚きの新食感
を表現することに成功しました。

リ・ファリーヌ(洋菓子用米粉)の開発からJ麺(米粉麺)の開発へ3

開発当初

2003年

2008年

日本に稲作が伝わったのは弥生時代の初めだったという説が有力である。
日本の土壌と四季により、日本のお米はタイやベトナム（65〜75％）のお米とはに較べ
てアミロペクチンの量が多いため、粘りのある米です。コシヒカリに含まれるアミロペ
クチンの割合は83％以上です。そのため、ビーフンやフォー、ライスペーパーや炒飯、
おかゆにして食べる必要は無かったのです。つまり、日本ではお米はそのまま食べて十
分においしいので、あえてそれを加工する必要は無かったし誰もそれを考えなかったの
です。
もちろん、余ったお米は道明寺にしたり、お団子にして飢饉に備えた時期もありました。

2300年間加工する必要の無かった日本のおいしいお米4

①これまで無かった全く新しい新食感を実現。小麦粉では表現が不可能なもちもち感と
風味。

②小麦アレルギーの人でも安心して食べられる。食べた後、むせ返しがない。
③麺好きの日本人には、毎日食べても飽きがこない食感。
④パンやケーキと比較し低価格のコストを実現。
米の粉で作られたJ麺は小麦に較べ2倍の加水量を必要とする。
簡単に説明すると、150円の小麦粉と300円の米の粉を使用すると価格が2倍の差になっ
てしまうが、最終商品になったとき1.2〜1.3倍の価格差で商品ができる。つまり小麦の
麺が一束100円だとすると120〜130円で商品を作ることができます。

J麺(米麺)の大きな特徴5

従来の小麦の麺とは全く新しい食感を作ることに成功
何よりもこれまで全く無かった「おいしさ」の実現
新たな日本型食生活の構築の可能性と米の需要拡大の可能性
日本のお米であれば、弊社の技術を使用すれば、アミロペクチン、アミロースの量に関係なく、
どんなお米でも麺にすることが可能であるため、地産地消の、その地方のお米の特色を出したJ
麺を作ることが可能になった。
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・本年より秋田県南秋田郡大潟村様と取組み
200ha(214ha)の耕地を確保。約1490tを米粉ケーキ、麺用に使用予定。

・品種は秋田県産「あきた瑞穂の舞(みずほのまい)」を使用
・10月に収穫し、11月にはJ麺秋田として販売予定
・また、全農群馬様と取組み500tの生産を依頼。

群馬製粉としての「地産地消」6

まだ、今始まったばかりの研究開発分野なので、玄米を使用した玄米J麺(そばに非常に
似た、それでいて独特の食感を表現できる)等の開発や乾麺等の開発を行なっていきます。
米の特性を非常に表現しやすいので、産地別の地産地消のJ麺の展開を考えています。

今後のJ麺の大きな可能性7

国の支援に頼らない、自立した企業として新製法の開発に取り組む
米の粉の粉砕の技術革新を行ない21世紀の粉食文化の構築を行なう
今後は、より専門性を高め、製粉機を使用しないで、「衝撃波」を使用した粉の開発を
行なっています。これまでに無かった、中国から飛んでくる黄砂のような、ものすごく、
粒子の細かい、マイクロ微粒子の粉の開発製造の試作試験を行なっています。
その粉により、これまででは考えられなかったような原料開発を行っていきます。

群馬製粉㈱の今後の取組み8

①�細胞を壊さないでマイクロ微粒子の粉の製造が可能に
②�粉砕コスト低価格可の実現。5年後は10円以下に
③�新たな画期的な商品の開発
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汎用型
飼料収穫機の開発と
飼料イネの収穫調製

生研センター
畜産工学研究部　主任研究員　橘　保宏 氏



42 汎用型飼料収穫機の開発と飼料イネの収穫調製

飼料イネの収穫調製機械化体系1
１）牧草用ロールベーラ体系（予乾体系）

２）細断型ロールベーラ体系

刈る

ディスクモアー
モアーコンディショナ

乾かす・集める

テッダ・レーキ

収穫

ロールベーラ

密封

ベールラッパ

刈る

３）専用収穫機体系 － コンバイン型

コンバイン型専用収穫機の改良型

刈取・収穫・成形

収穫・細断

密封

フォレージハーベスタ

成形

細断型ロールベーラ

密封

（ダイレクト収穫体系）

コンバイン型専用収穫機自走式ベールラッパ

細断型ロールベーラの成形室

中央農業総合研究センターで開発

ディスクカッタ

株元と穂先の
混合装置



43汎用型飼料収穫機の開発と飼料イネの収穫調製

飼料イネ用
アタッチメント

（リール式：刈り幅２ｍ）

一時貯留ホッパ 
（１m3） 細断型ベール成形室

（直径 1m、幅 85cm）

フォレージハーベスト
（シリンダ型アップカット式）

クローラ式走行部

４）専用収穫機体系－フレール型

フレール刃

刈取・収穫・成形 密封

５）汎用型飼料収穫機
（開発機）

刈取・収穫・細断・成形 密封

（ダイレクト収穫体系）

刈取 収穫・成形予乾 密封 （予乾体系）

フレール型専用収穫機
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開発機の開発コンセプト2
１．収穫部のアタッチメント交換でトウモロコシ等長大作物、飼料イネ、

予乾牧草の収穫調製が可能
２． 収穫・細断・ロール成形がノンストップで可能小回りが利き、軟弱

圃場でも作業可能
３．高密度成形による、高品質で長期保存可能なサイレージを作れる

◆府県コントラクタの経営安定化と普及拡大
◆TMRセンターへの良質な材料を安定供給

開発機による収穫調製作業

トウモロコシ 飼料イネ 予乾牧草

多様な圃場での性能試験

「ルリアオバ（THS1)」
草丈145cm
収量6.5t/10a

「クサホナミ」
草丈83cm

収量1.5t/10a
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圃場面積と圃場作業量（飼料イネ）

含水率と乾物密度（飼料イネ）

収穫機の切断機構と細断された飼料イネ
開発機

シリンダ型カッタヘッド
コンバイン型専用収穫機

（ディスクカッタ）
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シュート

固定刃カッタヘッド

下フィードローラ

上フィードローラ

フォレージハーベスタの細断機構

開発機で収穫調製した飼料イネサイレージの発酵品質

放出時に付着する土、泥の影響

貯蔵
期間

含水率
(％)

pH
有機酸組成

（新鮮物中％）
VBN/TN
（％）

V-Score

乳酸 酢酸 酪酸

6ヵ月 62 4 1.23 0.29 0 4.9 99

12ヵ月 62 3.9 1.05 0.1 0 4.6 100

半年後に開封
《結果》
カビの発生は無かった。ほとん
どを給餌することができた。

（広島県畜産技術センター）

品種は「はまさり」、　
VBN/TNは12.5以下が「良」、V-scoreは80点以上が「良」
乳酸菌等添加剤無し



47汎用型飼料収穫機の開発と飼料イネの収穫調製

所 要 動 力 の 配 分 と 作 業 能 力 の バ ラ ン ス

機関出力７２kw

成形室

１５kw

収穫部

３７～４４kw

開発のポイント１3

《条件》中山間地でも実働可能であること
機体寸法の制限＝搭載機関の制限

自 走 ラ ッ パ と の 能 力 バ ラ ン ス

所 要 動 力 と 作 業 能 力 の バ ラ ン ス 問 題

開発のポイント２4

《条件》市販自走ベールラッパと組作業できること

限られた出力で
最高の能力を発
揮するには？

飼料イネ専用収穫機の
相棒として普及

飼料イネ用アタッチの課題 ●草丈130cm以上で草が詰まる

オーガ～フィードローラ間で滞留するため

普通型コンバインの搬送コンベアの間口よ
りフィードローラの間口が狭いため

フィードローラ間口を拡大すると収穫部の
所要動力が増大
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オーガ フィードローラ

下フィードローラ

回
転
方
向

回
転
方
向

回
転
方
向

●オーガとフィードローラの距離の短縮
●フィードローラの引き込み性能アップ

材料の流れが改善

平均草丈145cmでの作業が可能

成形室 φ80 ●ベール数が多く、自走ラッパが追いつかず
（トウモロコシ収穫時）13～15個／10a

自走ラッパ２台が必要

試作１号機（’04ー’06）

●成形室直径φ1mに拡大
ベール数３割以上減

しかし、ベールが重くなり、市販自走ラッ
パでは対応困難

試作２号機（’06～）

●500kgのベール積載が可能
●積み下ろし時の機体安定化

試作ベールラッパ

飼 料 イ ネ 問 題 の 解 決

自 走 ラ ッ パ と の 能 力 バ ラ ン ス 問 題

能 力 バ ラ ン ス 問 題 の 解 決

試作２号機

試作１号機
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山形大学 農学部附属
やまがたフィールド科学センター

教授　吉田 宣夫 氏
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飼料用米・イネWCS

■日本の食料自給率
2008年度  ４１％
前年比１pointアップ

■畜産物は輸入穀物に支えられ、飼料高騰によって課題が明らかになった。

■飼料自給を余剰水田に期待する声が高まり、政府による支援が始まった。

■耕畜、農商工、地域コンプレックス等の実質的な連携が必要となっている。

図　2007年度品目別食料自給率（カロリーベース）
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畜産業と飼料イネ

日本の主な家畜の飼養頭数 (2008)1

飼料イネの活用部位および用語解説2

飼料イネの仕向け家畜と国による助成3

飼料イネ生産の現状（2000-2008）4
生産拡大は緒についたばか
りである。

※飼料用米は飼料高騰対策、稲発酵粗飼料・稲わらは2000年の口蹄疫対策

家畜名 飼養戸数 頭羽数
豚 7,230 9,745,000
採卵鶏 3,300 142,523,000
ブロイラー 2,456 102,987,000
乳用牛 24,400 1,533,000
肉用牛 80,400 2,890,000 

飼料用米 稲発酵粗飼料 稲わら
国助成 2008～現在 2000～現在 2000～現在
ブタ ◎ × ×
ニワトリ ◎ × ×
乳牛 △ ◎ △
肉牛 △～○ ◎ ◎

年　度 飼料用米（ha） WCS用イネ（ha）
2000 140 502
2001 103 2,378
2002 69 3,593
2003 50 5,214
2004 44 4,375
2005 45 4,594
2006 104 5,182
2007 286 6,339
2008 1,611 8,931



52 飼料用米およびイネWCSの生産技術と展望

イネWCSの生産・利用の現状と課題      5

飼料イネに関与した研究・開発分野6

飼料イネ技術の現状
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農研機構育成の飼料イネ品種7

2008年登録の新しい品種9

飼料用水稲品種の整理について8
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WCS用イネ新品種の栽培適地10

飼料用米品種の栽培適地11
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東北・関東地域向け飼料用米品種の期待収量と多収事例12

品種 玄米期待収量
kg/10a

多収事例

玄収量kg/10a
施肥量（N成分Kg/10a）

栽培地（年次）
基肥 追肥

モミロマン 750～800 988 2.3 3+2.6+2.8+2.8 栃木県太田原市（2008年）
北陸193号 750～800 927 2.3 3+2.6+2.8+2.8 同上
べこごのみ 650～700 816 6 4+4+3 秋田県大仙市（2005）
ふくひびき 700～750 1,000 8 2+2 福島県猪苗代町（1994）
べこあおば 750～800 972 8 2+2+3 秋田県大仙市（2005）

1-2: 基肥は化成肥料, 追肥は堆肥化施設から
3-5: 山口誠之氏（東北農業研究センター）の講演資料

堆肥・液肥を活用した栽培13

収穫時の「ふくひびき」の稲姿14
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飼料用米の収量及び構成要素等15

場所品種 区分 粗玄米重
kg/10a 慣行比％ 粗玄米千粒重

（g）
㎡籾数
（千粒）

玄米タンパク
（%）

酒田市
ふくひびき

疎植区 743 116 22.9 38.8 9.2

慣行区 643 100 23.5 43.2 9.5

遊佐町
ふくひびき

疎植区 748 100 21.4 44.8 7.8

慣行区 750 100 21.9 46.8 7.7

玄米重は１０００kg/10a以上が目標

(株)ヰセキ東北　山形支社顧問　齋藤博行氏資料

飼料イネ給与の現状

イネWCSにはビタミンＥが豊富16

稲発酵粗飼料のαｰトコフェロールは非常に多い。
またβｰカロテン含量はαｰトコフェロールに比較して少ない。

長野県畜産試験場
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イネWCS給与牛肉の肉色を維持17

2日経過

12日経過

16日経過

イネWCS給与 対照区
※蛍光灯下4℃冷蔵での肉色変化

埼玉県農林総合研究センター

玄米30%給与試験の概要18

年月日 2005年9月21日～11月23日

場所 岩手県一関市フリーデン社大東牧場

供試豚 去勢雄32頭、雌32頭

開始時体重 67 kg

終了時体重 117 kg

方法 1豚房(4x1.5m)あたり4頭、去勢雄と雌は別の豚房

試験期間 45日
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飼養成績と枝肉形質(n=4)19
対照区 玄米区

飼料
去勢雄 雌 去勢雄 雌

DG(g/d) 1095 1011 1235 1034 ※

飼料摂取量(g/d) 4.0 3.4 4.1 3.6

枝肉重(kg) 77.7 75.0 77.9 76.2

歩留まり(%) 65.7 65.2 65.3 66.0

背脂肪厚(cm) 2.5 1.9 2.3 2.4

ロース脂肪 (%) 2.9 2.3 2.9 3.2
※P<0.05

勝俣ら　日本畜産学会報　80(1) 2009

玄米給与による脂肪酸組成変化20

脂肪酸
対照区 玄米給与区 飼料間

有意差雄 雌 雄 雌

C16:0 28.3 27.7 28.5 28.1 NS

C16:1 1.8 2.1 1.8 2.0 NS

C18:0 17.9 16.4 18.4 16.9 NS

C18:1 41.4 41.2 42.1 43.3 ＊

C18:2 10.2 12.1 8.8 9.4 ＊

C18:3 0.36 0.45 0.34 0.37 NS
C18:1 オレイン酸　C18:2 リノール酸　＊印は5%水準で有意差あり

ロース部位皮下脂肪内層の脂肪酸組成（勝俣ら、2009）
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飼料用米生産と事例

■ 作付面積は、600ha超へと拡大
■ 平田牧場から他の企業養豚へ拡大
■ 肥育牛集団（寒河江）で配合飼料に9年間組み入れる事例
■ ソフトグレインＳの実証給与開始

山形県おける飼料用米の現状21

遊佐町の飼料用米生産の取り組み22
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飼料米給与畜産物のブランド化23

肥肉販売
（フリーデン社）

鶏卵販売
（岩手ファーム）

鶏卵販売
（宮城生協）

鶏卵販売
（富山県・小矢部）

鶏卵販売
（昭和鶏卵・埼玉県）

採卵鶏給与と販売
(トキワ養鶏）

畜産、商社、飼料会社などで豚肉・鶏卵等が一斉に販売開始！

水田からの飼料確保と展望

配・混合飼料15%を玄米代替した栽培面積24

仕向家畜 15%代替量 (t)
必要な作付面積 (ha)

反収650kg/10a 反収900kg/10a

採卵鶏 993,450 152,838 110,383

ブロイラー 567,450 87,300 63,050

養　豚 909,900 139,985 101,100

乳　牛 496,050 76,315 55,117

肉　牛 668,100 102,785 74,233

計 3,634,950 559,223 403,883

H18年度資料による。100%代替では反収6.5t/haの場合375万haとなる。

飼料用米の仕向け家畜の考え方25

※1 当面のステップはブタ・ニワトリ用に仕向ける。稲わらを肥育牛へ仕向ける。
※2 サイレージを原物10kg乳牛給与した場合，子実を約1.4kg，茎葉を約1.8kg給与（阿部）
※3 大家畜向けWCS用作物は子実割合を高め、牧草は栄養価、乾物摂取量を高める。   

飼料用米 稲発酵粗飼料 WSC用作物
ブタ ◎ × ×
ニワトリ ◎ × ×
乳牛 △ ◎ ◎
肉牛 △～○ ◎ △～○
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飼料用米生産拡大に向けた諸課題26

主な米生産地と穀物サイロ及び飼料工場の所在地27
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輸入穀物のトランシップと国内工場への輸送28

輸送手段とエネルギー消費量29
（1tの荷物を1km運ぶエネルギー量:KJ/トン・km）

日本内航海運組合総連合HPより
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飼料イネの生産・利用連携スタイル30

水田の調整面積推移と2050年予測31

農水省資料、国立社会保障・人口問題研資料等から予測
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飼料用米の生産利用から
消費までの動脈・静脈経済を
再構築することです
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